
（平成２１年３月11日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 34 件

国民年金関係 25 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 54 件

国民年金関係 31 件

厚生年金関係 23 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 1737 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年４月から 48 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年１月から 48年３月まで 

昭和 42年に販売業を行うため、現在の居住市に転居し、44年、同市に

住宅を購入し、同年に結婚して、現在まで同所に居住している。国民年金

保険料は納付書が届いた時、結婚前は私が、結婚後は妻が夫婦二人分を一

緒に、市役所や銀行などで納付していた。特に納得がいかないのは、妻が

昭和 47年度から保険料が納付済みと記録されているのに、私は 48年度か

らの納付とされており、妻のほうが私より１年先から納付済みとされてい

ることである。我が家では、どんなことにおいても、夫が先で、妻は後か

らということにしていた。申立期間当時、保険料を納付するのに十分な資

力があったので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、結婚後の国民年金保険料は申立人の妻が夫婦二人分を一緒に

納付していたと主張しているところ、申立期間当時、居住していた市の国

民年金マスターカードで納付日が確認できる昭和 48 年度、49 年度及び 50

年度の申立人夫婦の保険料の納付日は同一日である。 

    また、昭和 47 年度については、申立人の妻の保険料は過年度納付されて

いるため、その妻と同様に、申立人に対しても 47 年度の過年度納付書が送

付されている可能性が考えられることから、その妻が申立人の 47 年度の保

険料を納付していたとする主張に不自然さはみられない。 

 

  ２ 一方、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日は昭和 44 年２月 20 日で



 

  

あるが、同年２月以前の国民年金保険料の納付方法、納付金額等について

申立人の記憶は明確ではなく、保険料の納付状況等は不明である。 

    また、申立人は、昭和 44 年６月の結婚後は申立人の妻が国民年金保険料

を納付していたと主張しているが、その妻についても、同年６月から 47 年

３月までの保険料は未納である上、その妻の国民年金手帳記号番号は 48 年

７月に払い出されていることが確認できることから、その時点で、結婚後

の期間の過半は時効により保険料を納付することができない。 

    さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1738 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、昭和 40 年３月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年３月から 43年３月まで 

昭和 43年３月に仕事中の事故で長期入院した。国民年金の加入手続及び

申請免除手続を誰が行ってくれたかは憶えていない。リハビリが終わった

49年ごろから兄が経営する建築関係の会社で事務の仕事を始めた。区役所

に行った時に「今なら 20歳の時までさかのぼって保険料を払うことができ

る。払えるのなら払った方がよい。」と言われた。入院中から労災の休業

補償給付をもらっていたのでその中から保険料を納付した。 

20歳からの保険料をすべて納付したので未納期間があるのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年ごろに区役所で 20 歳までさかのぼって保険料を納付

することができると言われたので一括で納付したと主張しているところ、こ

の当時は、第２回の特例納付が実施されていた時期であるとともに、申立人

は 43 年３月から強制加入となっているため、申立期間の保険料を特例納付

により納付することは可能であり、申立内容も具体的であることから基本的

に信用できる。 

   また、申立人が納付したと主張する保険料額は申立期間を特例納付した場

合の保険料額と申請免除期間の追納保険料額の合計におおむね一致しており、

申立人の主張に不自然さはみられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1739 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年７月から 49 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年７月から 49年６月まで 

私は、昭和 44年９月に夫が会社を退職した時に、夫婦一緒に国民年金の

加入手続を区役所で行った。それから、私が夫の分と一緒に国民年金保険

料を区役所で納付し始め、住所を変えても納付を続けてきた。 

しかし、私の年金記録を調べてもらったところ、昭和 45年７月から 49

年６月までの期間、未納であると言われた。私が夫婦二人分の国民年金保

険料を納付しており、夫が納付済みとなっているのに、私の分のみ未納と

なっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年９月に申立人の夫が会社を退職後、夫婦一緒に区役所

で国民年金の加入手続を行い、その夫の分と一緒に国民年金保険料を納付し

てきたと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、同年 10

月に夫婦連番で払い出されており、同年９月から同年 12 月分の保険料から

納付されていることが国民年金手帳の領収印から確認できる上、その夫の申

立期間における保険料は納付済みとなっていることから、申立人のみ申立期

間の保険料が未納とされているのは不自然である。 

   また、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間はすべて納付済みであ

るほか、平成 10 年 12 月から申立人の夫と一緒に申請免除を受けるなど、申

立人の国民年金に対する意識は高かったことがうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1740 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年７月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年８月から 37年３月まで 

          ② 昭和 46年７月 

私の国民年金の加入手続は、義父が昭和 36 年８月に区役所で加入手続を

行い、申立期間①の国民年金保険料をすべて義父が納付したはずであり、

義父は几帳面であったので申立期間①の保険料が未納とは考えられない。 

申立期間②については、昭和 46年４月に転居した際に私が区役所で住民

票、国民健康保険、国民年金の手続をした。申立期間②の国民年金保険料

は、私が区役所か郵便局で納付しているはずであり、申立期間②の保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、転居後区役所で国民年金の住所変更手

続をして納付書で納付したと主張しているところ、申立人が居住していた

区では昭和 46 年度から納付書による国民年金保険料の納付が始まっており、

転居後の昭和 46 年４月から同年６月までの期間の国民年金保険料は納付さ

れていることからも、申立人が転居後に国民年金の住所変更手続を行った

ことが推認される。 

    また、申立人は申立期間を除き、国民年金加入期間の国民年金保険料を

すべて納付している上、付加保険料を納付している時期もあるなど、申立

人の国民年金保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

    さらに、申立人の昭和 47 年３月の国民年金保険料が納付されており、そ

の時点で、仮に現年度である申立期間②の保険料が未納であった場合、区

又は社会保険事務所において申立期間②の保険料を納付することを勧めら



 

  

れる可能性が高いことから、その場合に国民年金保険料の納付意識が高か

った申立人が申立期間②の保険料を納付したとしても特段不合理な点は認

められない。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、申立人の義父が申立人の国民年

金の加入手続及び国民年金保険料の納付をしていたと主張しているが、そ

の義父、申立人の兄及び申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 37 年８月に

払い出されており、義父及び兄の保険料も申立人と同じく同年４月から納

付されており、義父及び兄も申立期間①は未納とされている。 

    また、申立人は、申立期間①の国民年金の加入手続及び国民年金保険料

の納付に直接関与しておらず、加入手続及び保険料を納付していたとする

申立人の義父は既に亡くなっており、その当時の加入状況及び保険料の納

付状況は不明である。 

    さらに、申立人の義父が申立期間①の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 46年７月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1741 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年 12 月から 45 年３月までの期間及び 48 年４月から 49 年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 12月から 45年３月まで 

          ② 昭和 48年４月から 49年６月まで 

申立期間は、自治会の人が国民年金保険料を集金に来ていたので、ずっ

と夫婦二人分の保険料を納付していた。保険料の納付を忘れてしまうとは

考えられない。当時の集金袋、集金カードを所持しており、夫婦で納付し

た印がついているのに保険料の納付が認められないことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料については、申立人の夫の

保険料と一緒に集金袋に入れ自治会の担当者に納付していたと主張している

ところ、申立人が所持する申立期間当時の集金袋には申立期間に係る保険料

が納付されていた形跡が見受けられ、申立人の主張は基本的に信用できる。 

   また、申立人の昭和 39 年６月に払い出された国民年金手帳記号番号の国民

年金被保険者台帳が、43 年 11 月に申立人の居住地を管轄する社会保険事務

所に移管されているにもかかわらず、48 年２月に別の国民年金手帳記号番号

が払い出され、その国民年金被保険者台帳は平成２年１月まで記録が統合さ

れず別々に管理されていること、さらに、48 年２月に発行された申立人が所

持する国民年金手帳には、39 年６月に払い出された国民年金手帳記号番号の

記録から１冊にまとめられたと推測されるメモが残っていることからも、当

時二つの国民年金手帳記号番号が同一人とわかっていながら別々に管理して

いたことが推認されるなど、行政側の記録管理が不適切であったことが認め

られる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1742 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成５年２月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成２年３月から３年３月まで 

          ② 平成４年３月 

          ③ 平成５年２月 

          ④ 平成９年５月から 12年３月まで 

私は、家族で理容店を営んでいるが、申立期間①、②及び③について、

父親が平成５年４月ごろ市役所で私の国民年金の加入手続を行い、家族の

国民年金保険料も父親が一緒に納付していた。加入手続の際、保険料を２

年さかのぼって納付できると説明を受けたので、過年度納付の手続を行い、

保険料を納付していた。申立期間④については、国民年金保険料の納付書

は父親に渡して納付してもらっていた。申立期間①、②、③及び④につい

て、両親は保険料が納付済みであるのに私の保険料が未納とされているこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③については、１か月と短期間であり、申立期間前後の国民年

金保険料は納付済みとされており、その前後を通じて、申立人の住所及び

生活状況に大きな変化は認められず、保険料を一緒に納付していたとする

両親は納付済みとなっていることから、申立人のみが未納とされているこ

とは不自然である。 

 

  ２ 一方、申立期間①については、申立人は、現在の住所地には平成５年４

月に転居し、父親が国民年金の加入手続を行ったと主張しているところ、

申立人の国民年金被保険者名簿にも住民となった日付が同年４月と記載さ



 

  

れていることから、このころ申立人の国民年金の加入手続が行われたこと

が推認され、この時点では、申立期間①の大半は時効により保険料を納付

することができない期間である。 

    また、申立期間②については、納付記録によると申立期間である平成４

年３月の国民年金保険料を過年度納付しているものの、納付日が６年５月

のため時効により保険料が還付されていることが確認できる。 

    さらに、申立期間④については、申立人が申立期間④の国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申

立人の妻も申立期間と同じ期間は申請免除期間と未納期間であり、ほかに

申立期間④の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成５年２月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1743 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年２月から同年３月までの国民年金保

険料については、申請免除されていたものと認められ、また、平成３年 11 月

から４年７月までの国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49年５月から 53年３月まで 

          ② 昭和 54年８月から 57年３月まで 

          ③ 昭和 59年２月から同年３月まで 

          ④ 昭和 63年４月から平成２年５月まで 

          ⑤ 平成３年 11月から４年７月まで 

私が、昭和 49年５月に、夫の分と一緒に区役所で国民年金の加入手続を

行い、私が二人分の保険料を郵便局又は銀行で納付していた。転居した時

にも私が加入手続をし、私が、二人分の保険料を納付してきたのに、未納

があることは納得できない。 

また、夫と一緒に保険料の申請免除としていた期間について、私のだけ

が申請免除でなく未納とされていることはおかしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③については、一緒に手続をした申立人の夫は申請免除とされ

ており、特殊台帳及び市の被保険者名簿においても申請免除と記載されて

いることが確認できることから、申立人の２か月のみが未納期間とされて

いることは不自然である。 

    また、申立期間⑤については、９か月と短期間であり、一緒に納付して

いたとする申立人の夫の保険料は平成２年６月以降すべて納付済みである

ことが確認できることから、申立人の保険料のみ未納であることは不自然

である。 

 



 

  

  ２ 一方、申立期間①については、申立人は、国民年金保険料を銀行又は郵

便局で納付したと主張しているが、申立人の夫も国民年金保険料は未納で

あり、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年９月に夫婦連番で払い

出されていることが確認でき、この時点において申立期間は時効により保

険料を納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡もうかがえない。 

    また、申立期間②及び④については、国民年金保険料を一緒に納付して

いたとする申立人の夫も未納となっており、市の被保険者名簿にも未納と

記載されていることから、納付記録は一致している。 

    さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、

昭和 59 年２月から同年３月までの国民年金保険料については、申請免除さ

れていたものと認められ、また、平成３年 11 月から４年７月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1744 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年４月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49年５月から同年８月まで 

          ② 昭和 50年 11月から 51年８月まで 

          ③ 昭和 52年１月から 53年９月まで 

          ④ 昭和 54年８月から 57年３月まで 

          ⑤ 昭和 63年４月から平成２年５月まで 

私の妻が、昭和 49年５月に、私の分と一緒に区役所で国民年金の加入手

続を行い、私の妻が二人分の保険料を郵便局又は銀行で納付していた。転

居した時にも私の妻が加入手続をし、妻が二人分の保険料を納付してきた

のに、未納があることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③のうち、昭和 53 年４月から同年９月までの期間については、

申立人と一緒に納付していたとする申立人の妻の保険料は納付済みとされ

ており、申立人のみが未納とされていることは不自然である。 

 

  ２ 一方、申立期間①、②及び③のうち昭和 52 年１月から 53 年３月までの

期間については、申立人は、国民年金保険料を銀行又は郵便局で納付した

と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は 55 年９月に夫婦連番

で払い出されており、この時点において、申立期間は時効により保険料を

納付できない期間であり、申立人の妻の保険料も未納であることが確認で

き、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえない。 

    また、申立期間④及び⑤については、一緒に納付したとする申立人の妻

も未納とされており、市の被保険者名簿にも未納と記載されていることか



 

  

ら、納付記録と一致している。 

    さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、

昭和 53 年４月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1745 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、昭和 50 年５月から同年９月までの期間、51 年１月から同年９

月までの期間及び 52 年１月から 53 年５月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 50年５月から同年９月まで 

          ② 昭和 51年１月から同年９月まで 

          ③ 昭和 52年１月から 53年５月まで 

私は、写植関係の会社を退職後、昭和 50 年５月から同事業を自分で始め、

その際、厚生年金保険から国民年金への切替手続を区役所で行った。 

国民年金保険料を何か月ごとに納付していたかは覚えていないが、事業

所所在地付近の金融機関から毎回納付書で納付しており、申立期間の保険

料が未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50 年 10 月から同年 12 月までの３か月間について、当初、

国民年金保険料が未納とされていた記録を領収書により訂正されたと主張し

ているところ、社会保険庁の記録でも未納とされていた期間が納付済期間に

訂正されていることが確認でき、かつ、申立人の所持している領収書から、

46 年 10 月から 47 年３月までの国民年金保険料を納付していたことが確認で

きるが、申立人は、46 年 10 月及び同年 11 月の２か月の保険料を第２回特例

納付により納付した領収書も所持しており、その後、社会保険庁の記録は訂

正されていることから、当時の行政側の記録管理が適切に行われていなかっ

たことがうかがわれる。 

   また、申立人は、昭和 51 年 10 月から同年 12 月までの保険料について納付

書が送付されたため納付したと主張しているところ、当該年度のすべての期

間について保険料が未納の場合、納付書は年間分一括で未納期間分全部につ



 

  

いて作成されていた運用であったことが確認できることから、年度途中の申

立期間③の３か月分の納付書だけが作成されていたとするのは不自然である。 

   さらに、申立人は申立期間以外に保険料の未納期間がなく、付加保険料を

納付している期間があるなど、保険料の納付意欲が高いことがうかがわれる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1746 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から同年６月まで 

昭和 36年、制度が発足したばかりの国民年金に自分で手続をして加入し

た。３回ほど国民年金保険料を市役所で納付した記憶があるが、それを市

役所へ確認すると、記録は存在しないと言われた。今まで諦めていたが、

納付したはずの記録が無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度発足当初に自分で任意加入し、その後の国民年金

保険料を納付したはずだと主張しているところ、申立期間は３か月と短期間

であり、任意加入を行いながら、加入直後の保険料納付を行わないのは不自

然である。 

   また、居住地を管轄していた市からは、申立期間当時、市役所又は支所で

国民年金の印紙を使った納付と、毎月又は３か月ごとの納付が共に可能であ

った旨の回答を得ており、申立人の主張に不自然な点は無い。 

   さらに、申立期間の当初に加入手続をしたとする申立人の主張を裏付ける

ように、昭和 36 年２月に任意加入した記録があり、現在とは別の国民年金

手帳記号番号が払い出されていることから、国民年金保険料の納付は、申立

期間当時可能であり、申立人の主張は基本的に信用できる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1747 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年４月から同年６月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 51年 11月から 53年７月まで 

          ② 昭和 55年４月から同年６月まで 

          ③ 昭和 57年９月から 62年７月まで 

国民年金の加入は何度か繰り返しているので記憶が混在して、行った手

続をそれぞれについて具体的な状況は語れないが、勤め先を退職する度に

町役場で、自分や父親が行ったと思う。申立期間の保険料についても同様

に、いつ、いくら、どこで、どのような方法で納付していたのか具体的に

は憶えていないが、父親や自分が納付していたはずなので、申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人の国民年金手帳記号番号は国民年金手帳記

号番号払出簿から昭和 55 年６月に払い出されていることが確認でき、国民

年金保険料を納付することが可能な期間である上、同期間は厚生年金保険

から国民年金への切替手続を行った直後の期間であり、申立期間②のみ保

険料を納付していないのは不自然である。 

 

  ２ 一方、申立期間①については、国民年金手帳記号番号が昭和 55 年６月４

日に町に払い出され、同年５月から同年６月の間に国民年金手帳が交付さ

れていることから、その時点で申立期間①は時効により保険料を納付でき

ない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる形跡は見当たらない。 

    また、申立期間③については、申立人が「結婚後は妻の保険料も一緒に



 

  

納付していた｡」と主張しているが、同期間について申立人の元妻の国民年

金記録は未納となっているため、申立人の主張と一致しない。 

    さらに、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする

申立人の父親は既に死亡していることから当時の納付状況は不明である。 

    加えて、申立人や申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 55 年４月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1748 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年８月から 48 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年７月から 48年３月まで 

私は、昭和 47年７月ごろ、親の勧めで国民年金の加入手続を市役所で行

った。国民年金手帳は、後日郵送で受け取りその手帳は現在も所持してい

る。申立期間の国民年金保険料は、送付された納付書により銀行で納付し

た。その際の領収書は社会保険事務所に送付したので現在持っていないが、

二度目に送ってきた納付書の控えは持っている。 

また、申立期間のうち、昭和 47年７月分の国民年金保険料は厚生年金保

険料と重複して納付しているので還付してもらいたい、残りの申立期間の

保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の納付書を所持しており、これは申立期間の国民年金

保険料の納付した後、二度目に送付されてきた納付書であると主張している

ところ、申立人が所持する納付書は社会保険事務所が発行した申立期間に係

る国民年金保険料の納付書であることが確認できる上、その納付書には、当

時、申立人が社会保険事務所職員との納付状況に係る確認のやりとりがメモ

として記載されており、申立人の主張に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立期間は９か月と短期間であり、申立期間後、申立人の国民年金

保険料はすべて納付されており、60 歳以降も任意加入をするなど、保険料の

納付意欲が高いことが認められる。 

   しかしながら、申立期間のうち、昭和 47 年７月は厚生年金保険被保険者で

あり、国民年金被保険者となり得る期間ではないことが明らかであることか

ら、この期間の記録訂正を行うことはできない。 



 

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47 年８月から 48 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1749 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 46 年４月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正する必要がある。 

 また、申立期間のうち、昭和 46 年５月から 48 年３月までの国民年金保険

料については、還付されていないものと認められることから、還付について

の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 47年３月まで 

          ② 昭和 47年４月から 48年３月まで 

私は昭和 35年 10月に、区役所で国民年金の加入手続を行った。 

申立期間①については、昭和 36年４月から区役所で３か月ごとに国民年

金保険料を納付してきた。 

しかし、社会保険事務所では、私は昭和 36 年４月以降海外に在住してい

たとして、申立期間①の国民年金保険料を 53年２月に還付したとしている

が、私はその時は日本にいなかったので還付金は受領していないし、そも

そも、私は 46年５月に渡米する前は日本国内に居住していたので、還付す

ること自体誤りではないか。 

申立期間②については、昭和 46年５月に渡米することとなったため、同

年４月から３年分の保険料を前納しようとしたところ、２年分の保険料し

か納付できないと言われ、同年４月から 48 年３月までの２年分の保険料を

46 年４月に前納したはずであり、未納とされていることに納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、社会保険事務所では、申立人は国民年金の適用

除外であったとしているが、 

  （１）当時、旅券は１回の渡航でしか使用できない一次旅券であり、申立人

の旅券の記録では、申立人は、昭和 38 年８月、41 年６月、43 年６月及



 

  

び 45 年６月に出国し、それぞれ約２か月滞在した後、日本に帰国してお

り、また、46 年５月に出国し 52 年 12 月に日本に帰国していることが確

認でき、36 年４月から 46 年５月までの約 10 年の期間のうち、ほとんど

の期間は日本に居住していたと推認されること。 

  （２）申立人の昭和 44 年５月に交付された運転免許証には、日本の住所地が

記載されていること。 

  （３）申立人が 52 年 12 月に日本に所有していた不動産を売却する際、住所

を 46 年５月 20 日にさかのぼって米国の住所に変更しているのが不動産

登記簿謄本で確認できること。 

   などから、申立人が、昭和 46 年５月 20 日に渡米する以前は日本国内に居

住していたとする申立内容は基本的に信用でき、申立人は、申立期間①の

うち、36 年４月から 46 年５月 20 日までは日本に居住していたと推認され

ることから、申立人は、36 年４月から、渡米して被保険者資格を喪失した

日の属する月の前月の同年４月までは国民年金被保険者であり、この間の

保険料については、誤って還付手続が行われたものと認められる。 

 

  ２ 申立期間①については、申立人は、日本に所有していた不動産を売却す

るため昭和 52 年 12 月に日本に一時帰国し、売却後の 53 年１月には米国に

戻ったので、社会保険事務所が申立期間①の国民年金保険料を還付したと

する同年２月には日本におらず、還付は受けていないとしているところ、

申立人の旅券では、申立人の主張どおりの出入国の記録となっている上、

不動産登記簿謄本では、52 年 12 月に申立人所有の不動産の所有権移転登

記がなされていることが確認でき、申立内容と一致する。 

    また、昭和 53 年２月に申立人の親族が申立人に代わって還付金を受け取

った事情もうかがえないため、当時、申立人に申立期間①の保険料を還付

したとは考えにくい。 

 

  ３ 申立期間②については、申立人は、昭和 46 年５月に渡米することとなっ

たため、同年４月から３年分の国民年金保険料を前納しようとしたところ、

２年分の保険料しか前納できないと言われ、同年４月から 48 年３月までの

２年分の保険料を前納したとしているところ、41 年の社会保険庁の通知に

よると、今後の前納は、前納が可能となる期間のうち１年間の前納が最も

運用上望ましいとされているものの、45 年の社会保険庁の告示によると、

46 年４月に前納する場合、最長で４年間の前納が可能であったことが確認

でき、申立人には、数年間渡米する予定であることから複数年の保険料を

前納したいとする相当の理由があることから、申立人が申立期間②を含む

46 年４月から 48 年３月までの２年分の保険料を前納していたとしても不

自然ではない。 



 

  

 

  ４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

    また、申立期間のうち、昭和 46 年５月から 48 年３月までの国民年金保

険料を還付されていないものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1750 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年１月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 62年１月から平成元年３月まで 

私は、20歳で就職し、退職後は国民年金への変更手続を行った。夫は国

民年金保険料を納付していなかったため、私自身は未納にならないように、

支払うべきものは国民年金保険料にかかわらず、どのようなことがあって

も優先して納付してきた。しかし、社会保険庁の納付記録の不備により、

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の前後の期間については、国民年金保険料が納付済みとなってお

り、申立期間の前後を通じて、申立人及びその夫の住所や仕事に変更は無く、

生活状況に大きな変化は認められないことから、途中の申立期間の保険料の

みを納付していないと考えるのは不自然である。 

   また、申立人は、「申立期間当時、夫から生活費以外に毎月 10 万円を受け

取っていた。」と証言していることから、申立期間の国民年金保険料を納付

する資力は有していたものと考えられ、申立人の母親も、申立人が申立期間

の保険料を納付していた旨の証言をしている。 

   さらに、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の、国民年金保険料

をすべて納付している上、厚生年金保険と国民年金の切替手続も適切に行っ

ているなど、年金制度に対する関心及び保険料の納付意欲は高かったものと

認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1751 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年１月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 57年１月から同年 12月まで 

年金裁定を請求したところ、未納期間があると言われ、申立期間が未納

であることを知った。夫が市役所か社会保険事務所かはっきり覚えていな

いが、後からまとめて納付しても問題ないと言われたことがあり、申立期

間の国民年金保険料は、社会保険事務所で一括して納付したにもかかわら

ず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父親から国民年金への加入を勧められ、昭和 51 年 11

月に市役所で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、保険料を未納のない

よう納付してきたとしているところ、同年 11 月に夫婦一緒に任意加入をし

て保険料を納付していることが確認できることから、申立人の主張は信 憑
ぴょう

   また、申立期間の前後の期間について、特殊台帳の納付記録をみると、昭

和 56 年度及び 57 年度の摘要欄に過年度納付書が発行されていた形跡がみら

れ、事実、56 年度中の昭和 56 年４月から同年 12 月までの期間及び 58 年１

月から同年３月までの期間の保険料は納付済みとされており、市の国民年金

収納簿によっても 58 年１月から同年３月までの期間の保険料は納付済みで

あることから、その間の申立期間の保険料についても納付されていたものと

考えるのが自然である。 

性が高いと認められる。 

   さらに、申立期間は、12 か月と短期間であり、申立期間の前後を通じて、

申立人の住所や申立人の夫の仕事に変更は無く、生活状況に大きな変化は認

められない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1752 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成５年３月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 37年８月から 39年３月まで 

          ② 昭和 39年 10月から 40年３月まで 

          ③ 平成５年３月 

申立期間①及び②については、私の夫が銀行又は市役所で夫婦二人分の

国民年金保険料を納付していた。保険料を納付した時期については、はっ

きり憶えていない。また、申立期間③については、私が、銀行又は市役所

で保険料を納付した。私は、国民年金に加入して以来、保険料を納付し続

けていたにもかかわらず、申立期間①から③の保険料が未納とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③について、申立人は、銀行又は市役所で国民年金保険料を納

付したと主張しているところ、申立期間③の前後の保険料は納付済みとさ

れており、申立期間③の前後を通じて申立人の住所及び仕事に変更は無く、

生活状況に大きな変化が認められないことから、途中の申立期間③の保険

料が未納とされているのは不自然である。 

    また、申立期間③は１か月と短期間であり、申立人は、申立期間①から

③を除き国民年金保険料を完納しているなど、保険料の納付意識は高かっ

たものと認められる。 

 

  ２ 一方、申立期間①及び②について、申立人は、申立人の夫が夫婦二人分

の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、その夫も申立期間①

及び②の保険料が未納とされている。 



 

  

    また、申立期間①及び②について、申立人自身は、国民年金保険料の納

付に直接関与しておらず、申立人の保険料を納付していたとする申立人の

夫も、保険料の納付時期及び納付方法等の記憶が曖昧
あいまい

    さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①及

び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

なため、申立期間①

及び②当時の保険料の納付状況が不明確である。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成５年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1753 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 61年３月まで 

私は、申立期間当時、夫の給与が安定し経済的に余裕ができたため、将

来のことを考えて、昭和 54年６月に国民年金に任意加入した。 

その後も経済的に余裕があったため、昭和 55年４月以降、国民年金保険

料を納付しなかったことなど考えられない。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録では、申立人は、昭和 55 年６月に国民年金の資格喪失と

されているところ、申立期間の前後を通じて申立人及びその夫の仕事や住所

に変更は無く、収入も安定していたと認められることから、申立人が申立期

間中に、任意加入の資格を喪失させる特段の理由が見当たらず、かつ、申立

期間のうち同年４月及び同年５月は現に任意加入中の期間であり、申立期間

の国民年金保険料を納付していないとされているのは、不自然である。 

   また、申立人が最初に交付を受けた国民年金手帳に記載されている任意加

入被保険者でなくなった日は、社会保険庁のオンライン記録の日と相違して

おり、行政側の記録管理が適切に行われていなかった可能性がうかがわれる。 

   さらに、申立期間当時、申立人が居住していた市では、申立人が主張する

とおり、郵便局で納付書を使った国民年金保険料の納付が可能であったこと

が確認できることから、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   加えて、申立人の夫は、申立人が国民年金に加入する際に、「将来、少し

でも家計を助けることになるから、国民年金に加入しておくことは必要であ

る。」という話を申立人とした記憶があると証言している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1754 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年１月から同年７月までの期間及び

61 年８月から 62 年 10 月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月から 42年３月まで 

          ② 昭和 44年１月から同年７月まで 

          ③ 昭和 61年８月から 62年 10月まで 

私は、昭和 41年３月に勤務先を退職して兄の仕事を手伝っていたころ、

市から督促状を何度も受け取ったので、最寄りの市役所出張所で国民年金

の加入手続を行い、44年８月に別の会社に勤めるまでずっとその出張所で

国民年金保険料を納付してきた。また、昭和 61年８月に自分で事業を興し

た時は、妻が私の国民年金加入手続を行い、夫婦二人分の保険料を納付し

てきた。しかし、申立期間①及び②の保険料並びに妻の保険料が納付済み

となっている申立期間③の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、申立期間が７か月と短期間であるとともに、当

時申立人の住所及び仕事に大きな変化は無い上、申立人は保険料を納付す

る資力を有していたものと推認されることから、申立人が国民年金に加入

して以来継続して納付してきた保険料を、申立期間②のみ納付しなかった

と考えるのは不自然である。 

    また、申立期間③については、申立期間が 15 か月と比較的短期間である

とともに、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとする申

立人の妻は、申立期間の国民年金被保険者資格の種別変更手続を適切に行

い、保険料が納付済みとなっていることから、申立人の保険料のみが未納

となっているのは不自然である。 



 

  

 

  ２ 一方、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 42

年８月に払い出されており、その時点では申立人は国民年金の未加入期間

であったが、昭和 62 年 11 月５日に国民年金保険料の未納期間として登録

されたことが確認できることから、申立期間当時、申立人は国民年金の未

加入期間のため、保険料を納付することはできなかった。 

    また、申立人は、市役所出張所で申立期間の国民年金保険料を納付した

と主張するが、市役所で過年度の国民年金保険料を納付することはできな

い。 

    さらに、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 44 年１月から同年７月までの期間及び 61 年８月から 62 年 10 月まで

の期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1755 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年７月から同年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 38年２月から 48年３月まで 

          ② 昭和 48年７月から同年 12月まで 

昭和 49年８月に、結婚を前に、私が国民年金に未加入であることに妻が

気付き、加入手続を行い、さかのぼって国民年金保険料を納付してくれた

と記憶している。金額等の記憶は定かではないが、20歳からの保険料全額

を妻が用意し、一括で納付したと思う。妻は、納付金額を総額で３万円く

らいだと記憶しており、申立期間の保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人の妻が、申立人の国民年金の加入手続を行

い、その後、さかのぼって国民年金保険料を納付したと主張しているとこ

ろ、申立人は、昭和 49 年８月に国民年金の加入手続をし、申立期間②前後

の期間は、過年度納付していることが記録上確認できる上、申立期間②は

６か月と短期間であり、前後を通じ住所の変更は無く、申立人の生活状況

に特段の変化も認められないことから、申立期間②が未納とされているこ

とは不自然である。 

    また、申立期間②直後の昭和 49 年１月から同年３月までは、当初未納と

されていたが、申立人が所持していた領収証により納付済みに記録訂正さ

れていることが確認できることから、行政側で不適切な事務処理が行われ

た可能性がうかがわれる。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、申立人の妻が加入手続時に、区



 

  

役所の担当者から、資格取得日までさかのぼって国民年金保険料を納付で

きると言われ、その後さかのぼって納付したと主張しているところ、申立

人は、加入手続及び保険料の納付に直接関与していないため、具体的な納

付状況は不明である。 

    また、保険料を納付したとする申立人の妻が主張する納付した保険料額

と、申立期間①に係る特例納付及び過年度納付した場合の保険料額とは、

大きく乖離
か い り

    さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

している。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 48 年７月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1756 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年４月及び同年５月 

私は、夫が会社に再就職したのを契機に市役所の勧めで国民年金に任意

加入した。国民年金保険料については、毎月、市役所の窓口で未納が無い

ように納めていたのに、申立期間の保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、国民年金に任意加入中の期間であり、１回、かつ、２か月と

短期間であるとともに、申立人は、申立期間以外の国民年金加入期間の保険

料をすべて納付済みとなっている上、60 歳以降も国民年金に任意加入するな

ど、保険料の納付意識が高かったものと認められる。 

   また、申立人は、毎月、市役所の窓口で国民年金保険料を納付したと主張

しているところ、申立期間当時、同市役所の窓口では、毎月、保険料を納付

することが可能であったことが確認できることから、申立内容に特段不合理

な点は認められない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1757 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの期間及び 48 年７月から同年９

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 46年１月から同年３月まで 

          ② 昭和 48年７月から同年９月まで 

私は、国民年金制度創設当初から国民年金に加入して継続して国民年金

保険料を納付してきた。昭和 42年 10月に転居後も、私が３か月に一度市

役所へ行き、国民年金担当窓口で国民年金保険料を納付していた。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金保険料が未納とされている期間は、２回、かつ、合計６か月と短

期間である。 

   また、申立期間①及び②の前後の期間の国民年金保険料は納付済みとなっ

ており、その前後を通じて申立人の住所や仕事に変更は無く、生活状況に大

きな変化は認められないことから、途中の申立期間の保険料が未納とされて

いるのは不自然である。 

   さらに、申立期間②については、一緒に保険料を納付したとする申立人の

妻の保険料は納付済みとなっていることから、申立人の保険料のみが未納で

あったとは考え難い。 

   加えて、申立人は、申立期間以外の国民年金加入期間の国民年金保険料を

おおむね納付していることから、保険料の納付意欲は高かったものと認めら

れる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1758 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から同年３月まで 

私は、国民年金制度創設当初から国民年金に加入して継続して国民年金

保険料を納付してきた。昭和 42年 10月に転居後も、私の夫が３か月に一

度市役所に行き、国民年金担当窓口で私の国民年金保険料を納付していた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金保険料が未納とされている期間は１回、かつ、３か月と短期間で

ある。 

   また、申立期間の前後の期間の国民年金保険料は納付済みとなっており、

その前後を通じて申立人及び申立人の夫の住所や仕事に変更は無く、生活状

況に大きな変化は認められないことから、途中の申立期間の保険料が未納と

されているのは不自然である。 

   さらに、申立人は、申立期間以外の国民年金加入期間の国民年金保険料を

おおむね納付していることから、保険料の納付意欲は高かったものと認めら

れる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1759 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年４月から同年７月までの期間及び

53 年２月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月から同年 11月まで 

          ② 昭和 52年４月から同年７月まで 

          ③ 昭和 53年２月から同年３月まで 

私の父親は、昭和 40年４月ごろに私の国民年金の加入手続を行い、その

後、国民年金保険料を納付していた。また、私は、既に父親が私の国民年

金の加入手続を行っていたことに気付かず、52年２月ごろに市役所で国民

年金の加入手続を行った。その後、住所変更手続も遅滞なく行い、銀行又

は市役所で２か月又は３か月ごとに保険料を納付していた。私は、申立期

間①から③の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②及び③について、申立人は、その間に２回転居しているもの

の、いずれも適切に国民年金にかかる住所変更手続を行っていることがう

かがえ、かつ、申立期間②及び③の前後の保険料は納付済みとされており、

同期間の前後を通じて申立人の夫の仕事に変更は無く、経済状況に特段の

変化は認められないことからも、申立期間②及び③の保険料が未納とされ

ているのは不自然である。 

    また、申立期間②は４か月、申立期間③は２か月とともに短期間であり、

申立人は、国民年金に加入後、申立期間を除き国民年金保険料を完納する

とともに、付加保険料も納付するなど、保険料の納付意識は高かったもの

と認められる。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、申立人の父親が、昭和 40 年４月



 

  

ごろに国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金

手帳記号番号は 52 年２月ごろに払い出されていることから、申立内容と合

致しない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当た

らない。 

    また、申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は国民年金の加入手続及

び保険料納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続等を行

っていたとする申立人の父親は既に他界しているため、申立期間①当時の

国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明であり、ほかに申立期間

①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 52 年４月から同年７月までの期間及び 53 年２月から同年３月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1760 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年４月から 40 年３月までの期間及び 50 年１月から同年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月から 40年３月まで 

          ② 昭和 50年１月から同年３月まで 

私は、昭和 40年４月に妹と一緒に市役所に転入届を提出した際に、国民

年金制度について説明を受けたことを契機に妹と一緒に国民年金に加入し

た。その時に、「２年分の国民年金保険料をさかのぼって納付することが

できる。」と勧められたので、妹と二人分の保険料について、２年間さか

のぼって納付した。 

その後は、自宅に集金人が来るようになったので、集金人に国民年金保

険料を納付していた。集金人に保険料を納付できなかった時には、後日、

納付書が送られてきたので、納め忘れがないように自宅近くの郵便局で納

付していた。 

申立期間①については、加入手続の際に２年間分の国民年金保険料を納

付しており、申立期間②については、納め忘れがないように集金人又は納

付書により保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間の保険料が未

納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 40 年４月に申立人の妹と一緒に市役

所に行った際に、国民年金制度について説明を受けたことを契機に国民年金

に加入し、妹と二人分の国民年金保険料について、２年分さかのぼって納付

したと主張しているところ、当時、市では広報誌に国民年金の加入案内を掲

載するなど、国民年金への加入奨励及び保険料の納付督励を行っていたこと

が確認できる上、申立人の国民年金手帳は 40 年４月に発行されているとと



 

  

もに、その時点では、申立期間①の保険料はさかのぼって納付することが可

能であることから、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立人が一緒に国民年金保険料を納付したと主張している申立人の

妹については、申立期間①の保険料は納付済みであるとともに、その妹は、

「姉と一緒に市役所に行った際に、姉が私の分も合わせて国民年金の加入手

続を行い、その際に２年間さかのぼって保険料を納付した。」旨証言してい

る。 

   さらに、申立期間②について、申立期間は３か月と短期間であるとともに、

申立期間前後の国民年金保険料は納付済みであり、その前後を通じて申立人

の住所や仕事に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことから、

途中の申立期間②が未納とされていることは不自然である。 

   加えて、申立人は、昭和 40 年４月に国民年金に加入して以降、国民年金加

入期間の保険料をすべて納付しているとともに、特例納付で保険料を納付し

ているなど、保険料の納付意欲は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1761 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年６月から 58 年３月までの付加保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 57年６月から 58年３月まで 

私は、昭和 53年２月に国民年金の任意加入手続を行い、加入時から付加

保険料と定額保険料を納付している。申立期間も付加保険料を含め保険料

を納付していたのに、申立期間の付加保険料のみ未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金に任意加入し、国民年金加入期間において、申立期間

を除き、付加保険料を含む保険料をすべて納付していることから、申立人の

国民年金制度に対する関心及び保険料の納付意欲は高かったものと認められ

る。 

   また、申立期間は 10 か月と短期間であり、前後の期間の国民年金保険料が

付加保険料を含み納付済みとなっているにもかかわらず、申立期間の付加保

険料が未納とされているのは不自然である。 

   さらに、特殊台帳は存在しない上、区の年度別納付状況リストにおいても、

申立期間が過年度納付された形跡はうかがえないことから、申立期間につい

ては付加保険料を併せて納付していたものと考えるのが合理的である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保

険料を納付していたものと認められる。 



神奈川厚生年金 事案 700 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所における資格喪失日に係

る記録を昭和 42 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 11月 30日から同年 12月１日まで 

    昭和 41年６月にＡ社に入社し、その後、Ｃ、Ｄ、Ｅなどに転勤はしている

が、一度も退職していない。 

申立期間は手続上のミスと思われるが、申立期間も継続して会社に在籍し

ていたので、申立期間の厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は申立期間にＡ社に継続して勤務し（昭和42年12月１日に同社Ｂ営業

所から同社本社に異動）、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前の標準報酬月額が６

万円であることから、６万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は申立期間の保険料を納付したと主張するが、これを確認できる

関連資料、周辺事情は無く、事業主が資格喪失日を昭和42年12月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年11月30日と誤って記録するこ

とは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年11月分の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合、又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



神奈川厚生年金  事案 701 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ病院における資格取得日に係る記録

を昭和 42 年５月８日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を同年５月から 43 年

９月までは２万 6,000 円、43 年 10 月から 44 年９月までは３万 3,000 円、44 年

10 月から 45 年９月までは３万 9,000 円、45 年 10 月から 46 年９月までは４万

5,000 円、46 年 10 月から 47 年９月までは５万 2,000 円、47 年 10 月から同年

12月までは７万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月８日から 48年１月４日まで 

    社会保険庁に厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ病院での資格

取得日が昭和 48 年１月４日である旨の回答をもらった。同病院には 42 年５

月８日に常勤の准看護婦として就職しており、退職所得の源泉徴収票にも同

日付の就職年月日が記載されている。 

また、同病院に就職した当初から厚生年金保険料が控除されていたことを

記憶しており、健康保険証も就職したときから交付され、本人として病気診

察時に受診しているので、申立期間について被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   退職所得の源泉徴収票及び申立人と同一日に就職した２名の同僚の証言から

判断すると、申立人が昭和 42 年５月８日からＡ病院に勤務していたことが認め

られる。 

また、上記２名の同僚及び申立期間に当該事業所に就職し、常勤の看護婦と

して同様の業務に従事していた複数の同僚には、当該事業所で、就職時から厚

 



生年金保険の加入記録が存在する上、申立期間当時の人事担当者の｢常勤の職員

は就職した時から社会保険に加入する取扱いをしていた｣という証言を踏まえる

と、申立人についても同病院に就職した昭和 42 年５月 8 日から厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ病院において申立人と同日に

就職した同僚等の記録から、昭和 42 年５月から 43 年９月までは２万 6,000 円、

43 年 10 月から 44 年９月までは３万 3,000 円、44 年 10 月から 45 年９月までは

３万 9,000 円、45 年 10 月から 46 年９月までは４万 5,000 円、46 年 10 月から

47 年９月までは５万 2,000 円、47 年 10 月から同年 12 月までは７万 2,000 円と

することがすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ病

院は不明としているが、資格の取得及び６回にわたり申立期間に行われるべき

事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基

づく定時決定などのいずれの機会においても、社会保険事務所がこれを記録し

ないとは考え難いことから、事業主が、昭和 48 年１月４日を厚生年金保険の資

格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 42 年５月か

ら 47 年 12 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



神奈川厚生年金 事案 702 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年９月 28 日から 57 年７月 29 日までの

船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ社における資格取得日を 56 年９月 28 日に、資格喪失日を 57 年７月

29 日に訂正し、56 年９月から 57 年６月までの標準報酬月額を 44 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年５月２日から同年６月 20日まで 

             ② 昭和 56年９月 28日から 57年７月 29日まで 

             ③ 昭和 58年５月 23日から同年９月 23日まで 

             ④ 昭和 60年 12月から 61年２月まで 

             ⑤ 昭和 61年５月から同年 10月まで 

    社会保険庁の記録によると、船員保険被保険者記録が欠落しているが、こ

の期間、一等航海士、船長として乗船していたので被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人の保有している船員手帳並びに当時のＡ社常

務取締役の証言から、申立期間において同社の運用する船舶に乗船していた

ことが認められる。 

また、常務取締役によると、「年金受給者を除いて、期間雇用者や同業他

社から派遣を受けた者も含め、船員はすべて船員保険に加入させていた」と

証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る船員保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 



また、昭和 56 年９月から 57 年６月までの標準報酬月額については、事業

主の証言、ほぼ同時期の船長職に係る社会保険庁の記録及び申立人の申立内

容から、44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取

得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出する機会が

あったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を

記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から

当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 56 年９月から 57 年６月までの保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人が保有する船員手帳から船舶に乗船し勤務し

ていたことが推認できるが、申立人は勤務していた会社名を記憶しておらず、

乗船したとする船名が船名録に登録が無く船舶所有者を特定することができ

ないことから、船員保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確

認できる資料が無く、保険料控除に係る記憶も曖昧
あいまい

 

である。 

  ３ 申立期間③について、申立人がＢ社に勤務していたことは、申立人が保有

する船員手帳から船舶に乗船し勤務していたことが推認できるが、同社の船

員保険適用日が、申立人が乗船中の昭和 58 年７月１日であり、申立人と一緒

に乗船していた期間の同僚の記録も無い。 

また、申立人が船員保険料を事業主により給与から控除されていた事実を

確認できる資料が無く、保険料控除に係る記憶も曖昧
あいまい

さらに、社会保険庁が保管している船舶所有者被保険者名簿に申立人の氏

名の記載は無く、申立期間において申立人が当該事業所に係る船員保険被保

険者として適用されていた事実は確認できない。 

であり、事業所も全喪

により関係資料が無いため、申立期間に係る船員保険料が事業主から控除さ

れていた事実を確認できない。 

 

  ４ 申立期間④について、申立人がＣ社に勤務していたことは、当時の事業主

の証言及び提供された業務日誌メモから申立人が船舶に乗船し勤務していた

ことが確認できるが、申立期間④は事業主から提供された乗船保証契約に規

定された試用期間に該当している上、当該事業所より、「試用期間中は船員

保険には加入させない取扱いであった」との回答があった。 

また、社会保険庁が保管している船舶所有者被保険者名簿に申立人の氏名



の記載は無く、申立期間において申立人が当該事業所に係る船員保険被保険

者として適用されていた事実は確認できない。 

 

  ５ 申立期間⑤について、申立人がＤ社に勤務していたことは、当時の事業主

の証言及び申立人が所有するパスポートから申立人が船舶に乗船し勤務して

いたことが推認できるが、申立人が保有する船員手帳に乗船記録が無い。 

また、社会保険庁が保管している船舶所有者被保険者名簿に申立人の氏名

の記載は無く、申立期間において申立人が当該事業所に係る船員保険被保険

者として適用されていた事実は確認できない。 

 

  ６ このほか、申立期間①、③、④及び⑤について、申立てに係る事実を確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①、③、④及び⑤に係る船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 703 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 46 年８月１日）及び資格取得日（昭和 49 年７

月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を、昭和 46 年８月から同年９月

までは４万 2,000 円とし、同年 10 月から 47 年９月までは５万 6,000 円とし、

同年 10 月から 48 年９月までは７万 2,000 円とし、同年 10 月から 49 年６月ま

では７万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年８月１日から 49年７月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、社会

保険庁の記録では、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実が確

認できなかった旨の回答を得た。申立期間もＡ社に継続して勤務していたの

で、当該期間を被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 46 年５月 17 日に

厚生年金保険の資格を取得し、同年８月１日に資格を喪失後、49 年７月１日に

同社において再度資格を取得しており、46 年８月から 49 年６月までの申立期間

の被保険者記録が無い。 

しかし、Ａ社の事業主及び申立期間当時Ａ社に勤務していた者達が、申立人

が申立期間においてＡ社に継続して勤務していた旨を証言している上、当該事

業主は、申立人の給与から申立期間に係る厚生年金保険の保険料を控除したこ

とを認めている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立期間前後の記録及

び同僚の記録から判断すると、昭和 46 年８月から同年９月までは４万 2,000 円

とし、同年 10 月から 47 年９月までは５万 6,000 円とし、同年 10 月から 48 年

９月までは７万 2,000 円とし、同年 10 月から 49 年６月までは７万 6,000 円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもか

かわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、事業主

が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 46 年８月から 49 年６月までの

保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



神奈川厚生年金 事案 704 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 19 年 10 月１日から 20 年５月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格取得日の記録を

19 年 10 月１日、資格喪失日を 20 年５月１日に訂正し、19 年 10 月から 20 年４

月までの標準報酬月額を 90円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年 10月１日から 20 年５月１日まで 

    私は、昭和 18年 10月１日から 20 年４月 30日までＡ社に経理事務員とし

て勤務していたが、社会保険庁の記録では、厚生年金保険の加入記録が無い

との回答を得た。しかし、Ａ社が加入手続をしていなかったとは信じられな

いので、申立期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が卒業した大学の名簿には、勤務先としてＡ社が記載されており、申

立人が、Ａ社に勤務していたことが認められる。 

また、申立人によると、同じ大学を卒業し、Ａ社に同期入社したとする２名

は、大学の名簿に申立人と同じ卒業年度の箇所に名前がある上、社会保険事務

所が保管する厚生年金保険被保険者記号番号払出簿において、Ａ社で、昭和 19

年６月１日に資格取得していることが確認できる。 

しかし、昭和 19 年 10 月１日以前の期間については、保険料徴収の施行準備

期間及び非対象期間であるため、厚生年金保険被保険者期間として算入される

のは同年 10月１日以降である。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和 19 年 10 月１

日から 20 年４月 30 日までに係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除



されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、同僚の記録から判断すると、90

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資

格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する

機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届

出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主か

ら当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 19 年 10 月から 20 年４月までの保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



神奈川厚生年金 事案 705 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間①の資格喪失日

に係る記録を昭和 35 年３月１日に、申立期間②の資格取得日に係る記録を同年

９月 30 日に訂正し、申立期間①及び②の標準報酬月額を１万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、Ａ社の事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、申立期間①及び②については明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年９月１日から 35年３月１日まで 

             ② 昭和 35年９月 30日から同年 10月７日まで 

    私は、Ａ社において、昭和 28 年６月１日から 40 年１月４日まで勤務して

いた。また、Ａ社が新たに研究所（Ｂ社）を立ち上げた際、昭和 32 年から 35

年秋まで一時的にＢ社に出向していた。しかし、Ａ社で途切れること無く勤

務していたと認識しており、給料もＡ社から支払われていたはずである。被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、既に解散しており、同社の事業主も死亡しているため、証言を得る

ことはできないが、Ｂ社の事業主は、Ｂ社はＡ社の関連会社であったことを証

言している。 

また、Ｂ社の事業主及び同僚は、申立人がＡ社からＢ社に出向して、同社に

勤務していたことを証言している。 

さらに、Ｂ社の事業主は、Ｂ社の厚生年金保険の新規適用日である昭和 35 年

３月１日前における申立人の厚生年金保険の加入について、出向元であるＡ社

において、同年３月１日まで継続して加入させる取り決めがＡ社とＢ社の間で

行われていたことを証言している。 



これらのことから判断すると、申立人はＡ社と関連会社であったＢ社に継続

して勤務し（昭和 35 年３月１日にＡ社からＢ社に異動、同年９月 30 日にＢ社

からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

申立期間①の標準報酬月額については、社会保険事務所の昭和 34 年８月の記

録から１万 8,000 円、申立期間②の標準報酬月額については、35 年 10 月の記録

から１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①及び②について、Ａ社の事業主が申立人に係る保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、Ａ社は解散しており、同社の事業主

も既に死亡しているため、不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事務

所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

がないことから、行ったとは認められない。 



神奈川厚生年金 事案 706 

 

第１ 委員会の結論 

   Ｊ組合の事業主は、申立期間のうち申立人が主張する昭和 29 年 12 月１日に

厚生年金保険被保険者の資格を取得し、31 年４月１日に資格を喪失した旨の届

出を社会保険事務所に行ったことが認められることから、申立人の厚生年金保

険被保険者資格野取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、７,OOO 円とすることが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年 12年１日から 31年４月１日まで 

             ② 昭和 31年４月１日から 33年８月 30日まで 

私は、昭和 29 年 12 月１日から 31 年４月１日までＡ区のＢ診療所に、31 年

４月１日から 33 年８月 30 日までＣ県Ｄ町のＥ診療所に医師である夫ととも

に看護師として勤務していたが、Ｆ社会保険事務所に照会したところ加入記

録がないといわれた。当該期間について、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ｊ組合の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において

申立人と同姓同名で生年月日が相違している者が昭和 29 年 12 月１日で資格を

取得し、31 年４月１日に資格喪失していることが確認でき、当時の同僚である

医師の供述及び申立人の供述から、この記録は申立人のものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 29 年 12 月１日に被保険者資格

を取得した旨の届出及び 31 年４月１日に被保険者資格を喪失した旨の届出を事

業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、社会保険庁の記録により、昭和

29年 12月から 31年３月までについて 7,000 円とすることが妥当である。 

一方、申立期間②については、申立人は厚生年金保険料控除に係る記憶が無



い上、事業主により厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる給与明

細書等の資料も無い。 

また、申立人が勤務していたと主張するＥ診療所は、Ｈ社会保険事務所の記

録では、申立期間において厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

さらに、申立人は、死亡した夫以外の同僚の名前も記憶していないことから、

申立期間において厚生年金保険料控除に関する証言を得ることができない。 

加えて、Ｅ診療所についてＤ町役場、Ｃ県衛生部、Ｃ県保健所、Ｃ県医師会

に確認したところ、Ｅ診療所に係る資料は存在していないということであった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 707 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 40 年７月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 40 年７月から同年９

月までは３万円、同年 10 月から 41 年７月までは２万 4,000 円、同年８月から

42 年７月までは３万円、同年８月から 43 年５月までは３万 9,000 円、同年６月

から 44 年９月までは４万 5,000 円、同年 10 月から 45 年９月までは４万 8,000

円、同年 10月から 46年６月までは６万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年７月 31日から 46 年７月５日まで 

    年金記録を調べたところ、申立期間について厚生年金保険に加入していた

事実が無い旨の回答を得た。Ａ社に勤務し、この間厚生年金保険に加入して

いたはずなので、申立期間を被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社と協力関係にあったとするＢ社が提出した異動証明書及び雇用保険の記

録により、申立人が、Ｂ社及びＡ社に継続して勤務(昭和 40 年７月 31 日にＢ社

からＡ社に異動)していたことが認められる。 

さらに、申立人と同様に、Ｂ社からＡ社に異動した 26 名の同僚の記録を調べ

たところ、全員がＢ社における資格喪失日にＡ社において資格取得をしており、

異動に伴う厚生年金保険の被保険者期間に空白は認められなかった。 

これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同時期に同様な業務に

従事していた同年代の者の標準報酬月額から、昭和 40 年７月から同年９月まで



は３万円、同年 10 月から 41 年７月までは２万 4,000 円、同年８月から 42 年７

月までは３万円、同年８月から 43 年５月までは３万 9,000 円、同年６月から 44

年９月までは４万 5,000 円、同年 10 月から 45 年９月までは４万 8,000 円、同

年 10月から 46年６月までは６万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は既に全喪しており事業主及び担当役員の所在も確認できないが、

申立どおりの資格取得届や、申立期間に行われるべき事業主による健康保険厚

生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定などのいず

れの機会においても、社会保険事務所がこれを記録しないとは考え難いことか

ら、事業主が、昭和 46 年７月５日を資格取得日として届け、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る 40 年７月から 46 年 6 月までの保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



神奈川厚生年金 事案 708 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者資格の取得日を昭和 21 年６月 10 日に、資格喪失日を 23 年 12 月５日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額を 600円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年６月 10日から 23 年 12月５日まで 

    私は、昭和 21 年６月 10 日から 23 年 12 月５日までＡ社で旋盤工として勤

務していたが、社会保険庁の記録では、厚生年金保険の加入期間になってい

ないと言われた。縁故関係による推薦で同社に入社し、同じころに同様の勤

務をしていた同僚は、厚生年金保険の被保険者となっているので、この期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の「退職時の稟議書原本の写し」及び同僚の証言により、申立人が申立

期間にＡ社に勤務していたことが確認できる。 

また、申立人はＡ社における以前の経験をもとに、当時の上司の推薦を得て

再入社したと供述しており、当時の同僚も同様の供述をしている上、申立人が

氏名を記憶している当時の同僚７名はいずれも同社において厚生年金保険の記

録が確認できる。 

さらに、Ａ社総務人事担当部長から、申立人が当時の同僚と同様に、Ａ社に

再入社すると同時に厚生年金保険の加入手続きがなされていたものと思われる

との証言を得ている。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら



れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、同様の仕事をしていた同僚の記

録から 600円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資

格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届も提出され

ているにもかかわらず、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届け出

を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の

得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は申立人に係る

申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1762 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年６月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年６月から 47年３月まで 

昭和 44年６月に結婚して現在の居住市に転居し、婚姻届を提出した際、

国民年金の加入手続を行った。国民年金保険料は、納付書が届いたら市役

所や銀行などで夫婦二人分を一緒に私が納付していた。保険料をさかのぼ

って納付したことがあると社会保険事務所から言われたが、さかのぼって

納付した記憶は無い。申立期間当時、国民年金保険料を納付するのに十分

な資力があったので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 46 年６月に婚姻届を提出した際、国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料は納付書が送付されてくる度に市や金融機関で納付した

と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日は 48 年７月 31

日であることが確認でき、申立人が国民年金加入手続を行ったのは 48 年９

月下旬であると推認されることから、この時点において、申立期間の大半は、

時効により保険料を納付できない期間である上、別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡は見当たらない。 

   また、申立人が居住している市では、納付書で国民年金保険料を納付でき

るようになったのは、昭和 49 年４月以降であることから、申立期間の保険

料を納付書により納付することはできない上、同市では過年度分の保険料の

受領は行っていなかったことから、同市で過年度分の保険料の納付はできな

い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付して



 

  

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1763 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から平成５年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成５年３月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料５年分として 48万円以上を区役所の係

官に納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料５年分を区役所の係官に納付したと

主張しているが、申立人から事情を聴取できないため納付時期等が不明であ

る。 

   また、申立人は、申立期間のうち少なくとも平成元年３月以降は、国民年

金保険料を納付したとする区役所には住民票が無かったことが確認でき、申

立期間の保険料を申立期間当時納付していたとは考えにくい。 

   さらに、申立人が国民年金保険料を納付したとする区役所では、現年度分

の保険料の収納しか行っておらず、かつ、申立期間以降は、特例納付も実施

されていないため、さかのぼって申立期間の保険料を納付したとも考えにく

い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1764 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年９月から 60 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年９月から 60年６月まで 

30何歳かの時に通知がきたので区役所へ行き国民年金の加入手続を行っ

た。その後、年金手帳と納付書が郵送されてきた。その納付書で一括 32万

円を郵便局で納付した。以後、遅れることなく郵便局か銀行で納付してき

たので未納期間があるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は 30 何歳かの時に通知がきたので国民年金の加入手続を行い、その

後、年金手帳と一緒に郵送されてきた納付書で一括 32 万円を納付したと主

張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 62 年 10 月に払い出さ

れており、この時点では、申立期間は時効により保険料を納付することがで

きない期間であり別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる形跡も見当たらない。 

   また、申立人が所持する年金手帳は昭和 62 年 10 月に交付された手帳であ

り、申立人は別の年金手帳を交付された記憶はなく、この当時は特例納付の

実施期間でないため、申立人の主張するように申立期間の国民年金保険料を

一括して納付することはできない期間であり、仮に納付した場合の金額とも

大きく相違する。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1765 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年５月から５年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年５月から５年９月まで 

昭和 57年 12月に国民年金に加入後、厚生年金保険被保険者期間を除い

て国民年金保険料を夫婦一緒に納付してきた。申立期間については、職業

安定所に求職手続を行った後に、社会保険事務所から国民年金保険料の納

付書が送付されてきたので、夫の分と一緒に保険料を納付していた。夫は

納付済みになっているのに、私の保険料が未納になっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について夫婦一緒に国民年金保険料を納付していたと

主張しているが、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無い上、申立人の申立期間当時の記

憶も曖昧
あいまい

   また、申立期間直前の期間は厚生年金保険に加入しているため、国民年金

保険料を納付するためには国民年金への切替手続が必要となるが、記録上、

申立期間は国民年金の未加入期間とされていることから保険料を納付するこ

とはできない上、申立人が所持する年金手帳からも申立人が厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行ったことをうかがわせる形跡は見当たらず、ほ

かに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

で、国民年金の切替手続についての具体的な記憶が無いとしている

ことから、加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1766 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年５月から７年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成５年５月から７年３月まで 

勤めていた会社を平成５年５月１日付で退職するに当たり、会社から国

民年金の加入手続を行うよう説明を受けたので、退職後、私が区役所に行

き国民年金に加入した。申立期間の国民年金保険料は、退職後に退職金と

不足分を夫から借りてまとめて一回で区役所か銀行で納めているので申立

期間の保険料が未納であることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付時期については、平成８年４

月に勤務先で厚生年金保険に加入する１か月から２か月前に一括して納付し

たとしているが、申立期間当時の納付状況に関する記憶は曖昧
あいまい

   また、申立人は、申立期間当時の国民年金保険料の一部を申立人の夫から

借用して納付したとしており、その根拠として 20 万円を引き出したその夫

の預金通帳の写しの提供があったが、引き出した日付は平成８年 12 月 26 日

となっており申立人の主張と相違しているうえ、この時点では申立期間の大

半は時効により保険料を納付することができない。 

であり、申立

内容を裏付ける具体的な納付金額等の説明が得られなかったことから、国民

年金保険料の納付状況は不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1767 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年１月から同年５月までの期間及び平成２年３月から同年

４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 62年１月から同年５月まで 

          ② 平成２年３月から同年４月まで 

私の母親は、私が平成元年６月に会社を退職した数か月後に私の国民年

金の加入手続を行った。 

私と母親は、申立期間①及び②の国民年金保険料の納付時期、場所、方

法などをよく覚えていないが、母親は、申立期間①の保険料は加入手続を

行った際に、金融機関でまとめてさかのぼって 20万円くらいを納付したと

思うとしており、申立期間②の保険料は金融機関で納付したと思うとして

いる。 

母親は、私の国民年金の加入手続を行い申立期間①及び②の保険料を納

付していたはずであり、未納とされていることに納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成元年６月に会社を退職した数か月後に、申立人の母親が申

立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を金融機関

でまとめてさかのぼって 20 万円くらいを納付したと思うとしているが、申

立人の国民年金手帳記号番号は、同年８月に払い出されていることが確認で

き、申立人の年金手帳及び申立人が居住していた町の記録では、申立期間①

は未加入期間とされており、かつ、元年８月時点では、申立期間①の保険料

は時効によっても納付することができず、当時は、特例納付が実施されてい

た期間でもない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡もう

かがえない。 

   また、申立人の母親が申立期間①の保険料をさかのぼって納付したと記憶



 

  

している金額は、当時の国民年金保険料の合計額と大きく相違している。 

   さらに、申立期間②については、申立人は、申立人の母親が金融機関で国

民年金保険料を納付したとしているが、申立人の年金手帳では、申立人が平

成２年３月に会社を退職した後、国民年金への切替手続を行った形跡がうか

がえず、申立人が居住していた町の記録でも、申立期間②は国民年金の未加

入期間であり、国民年金保険料を納付することはできない。 

   加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接

関与しておらず、申立人の国民年金の加入及び保険料の納付を行ったとする

申立人の母親の申立期間当時の保険料の納付時期、場所等の記憶は曖昧
あいまい

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

であ

り、保険料の納付状況は不明である上、申立期間の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1768 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年６月から 62 年２月までの期間及び同年８月から 63 年２

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 61年６月から 62年２月まで 

          ② 昭和 62年８月から 63年２月まで 

申立期間①については、昭和 61年６月に会社を退職した後、Ａ市役所で

国民年金の加入手続を行い、市役所から送付されてきた納付書をＢ市に居

住している母親に転送し、母親が市内の金融機関で国民年金保険料を納付

した。 

申立期間②については、昭和 62年８月に会社を退職した後、Ｃ市役所で

国民年金への切替手続を行い、申立期間①と同様の方法で国民年金保険料

を母親が納付した。 

申立期間①及び②当時は、会社を退職した直後で収入が無く、母親に国

民年金保険料を納付してもらったが、母親は必ず保険料を納付していたは

ずであり、申立期間①及び②の保険料が未納とされていることに納得がで

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①については、昭和 61 年６月に会社を退職した後、国

民年金の加入手続を行い、申立期間②については、62 年８月に会社を退職し

た後、国民年金への切替手続を行ったとしているが、社会保険庁の記録では、

国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当たらず、申立人の年金

手帳及び申立人が申立期間①及び②当時居住していたそれぞれの市の被保険

者名簿でも申立人の国民年金の加入記録が無く、未加入期間とされているこ

とから、当該期間の保険料を納付することはできない。 

   また、申立人は、申立期間①については、Ａ市役所から納付書が送付され、



 

  

申立期間②については、Ｃ市役所から納付書が送付され、いずれもＢ市に居

住する申立人の母親に転送していたとしているが、その母親は、申立人の納

付書はＢ市役所から送付されてきたとしており、納付書の発行元に関する申

立人とその母親の証言が一致しない上、申立期間①及び②当時、申立人の住

民票の住所地はＢ市ではなかったことが確認できる。 

   さらに、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたとする申立人

の母親が記憶している保険料額は、当時の保険料月額と相違している上、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1769 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年４月から 48 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 48年５月まで 

昭和 39年に結婚し、その後会社を退職した。時期は記憶していないが、

子供がいたため妻と一緒に国民健康保険の加入手続を行い、その際に国民

年金の加入手続も併せて行ったと思う。 

申立期間当時、妻が私の保険料も一緒に納付していたはずであるので、

申立期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職後、申立人の妻と一緒に申立人の国民年金の加入手

続を行ったと思うと主張しているが、申立人は、国民年金の加入手続につい

ての記憶が不明確であるとともに、一緒に国民年金の加入手続を行ったとす

るその妻も、国民年金の加入手続について記憶が定かでないとしているなど、

国民年金の加入状況が不明であるほか、申立人の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡が見当たらない。 

   また、申立人は、国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の

保険料を納付したとする申立人の妻も、申立期間の保険料の納付方法、納付

時期及び納付金額等について記憶が定かでなく、申立期間の保険料の納付状

況が不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1770 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年７月から 61 年３月までの期間、同年７月から同年９

月までの期間、62 年４月から同年６月までの期間及び同年 10 月か

ら同年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 54年７月から 61年３月まで 

          ② 昭和 61 年７月から同年９月まで 

          ③ 昭和 62 年４月から同年６月まで 

          ④ 昭和 62 年 10 月から同年 12 月まで 

昭和 56年９月か同年 10月ごろ、結婚を控えていた私は、両親から国民

年金に加入するように厳しく言われていたこともあり、新しい住居に引っ

越した際に区役所で加入手続を行った。その際、区職員から２年間はさか

のぼって保険料を納付できると言われたので、その期間の保険料を区役所

や郵便局で納付した。その後も、送られてきた納付書により郵便局や銀行

で保険料を納付した。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 56 年９月か同年 10 月ごろ、区役所で国民年金の加入手続

を行い、２年間さかのぼって国民年金保険料を納付し、その後も送られてき

た納付書で保険料を納付していたとしているが、申立人の国民年金手帳記号

番号は、63 年５月ごろに払い出されており、この時点では、申立期間①の保

険料は時効により納付することができず、国民年金手帳記号番号払出簿の調

査結果においても、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡はう

かがえない。 

   また、申立期間②から④については、申立人は、国民年金手帳記号番号が

払い出された昭和 63 年５月ごろに国民年金に加入した記憶も、それ以前の



 

  

国民年金保険料をさかのぼって納付した記憶も無く、あくまで 56 年９月か

同年 10 月ごろに加入手続を行い、その後の期間については、郵便局や銀行

で国民年金保険料を納付していたとしているが、社会保険庁の記録によると、

申立期間②から④の前後の 61 年４月から同年６月までの期間、同年 10 月か

ら 62 年３月までの期間、同年７月から同年９月までの期間及び 63 年１月か

ら同年３月までの期間の保険料はいずれも過年度納付されたことになってお

り、申立内容と一致しない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに、申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1771 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年６月から 62 年９月までの期間及び平成３年 10 月から６

年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 59年６月から 62年９月まで 

          ② 平成３年 10月から６年９月まで 

国民年金加入の手続は、会社を退職後に自分か母親が行ったと思うがよ

く分からない。国民年金保険料は、昭和 40 年６月に結婚するまでは母親が、

結婚後は妻が私と妻の二人分を金融機関で納付してきた。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付については直接関与しておら

ず、結婚後に申立人の保険料を自身の保険料と同時に納付していたとする申

立人の妻からは、申立期間の保険料の納付については複数の銀行か郵便局で

納付していたという証言が得られた以外は記憶が曖昧
あいまい

   また、申立人と同時に保険料を納付していたとする申立人の妻も、申立人

の申立期間①及び②と同期間が未納となっており、申立人夫婦二人分の保険

料を金融機関を通じ複数回納付したとしているにもかかわらず、夫婦二人共

に全く同一の期間が記録されなかったとは考え難い。 

である上、調査に非協

力的なことから具体的な状況を聴取することができず、保険料の納付状況が

不明である。 

   さらに、申立人の妻は、納付書がまとめて送られてきたり、さかのぼって

保険料を納付した記憶は無いとしているが、申立期間①及び②の直後の期間

の保険料について、夫婦二人共に過年度納付を行っていることが確認できる

ことから、証言内容とは一致しない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1772 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年１月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から 47年３月まで 

私が 21歳のころ国民年金手帳が送られてきたので母親に相談したところ

「強制だから納付しなければいけないよ。」と言われ、昭和 43年４月から

60歳までの間、国民年金保険料を納付していたはずである。昭和 43年４

月から同年 12月まで保険料が納付されている記録があり、その時と住所は

変わっていないのにもかかわらず、申立期間が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間直前の昭和 43 年４月から同年 12 月までの国民年金保

険料を納付しており、その時期と申立期間とでは住所が変わっていないので

保険料を納付していたはずであると主張しているが、申立人の国民年金被保

険者台帳によると、申立人の申立期間当時の住所は申立期間前に居住してい

た住所地となっており、住所の変更手続を行った形跡も見当たらないことか

ら、集金人の訪問や保険料の納付書が到達していたとは考え難い。 

   また、当時の国民年金保険料の納付記録からは、申立人夫婦ともに昭和 43

年４月から同年 12 月までの保険料を同一日に納付していること、及び 47 年

４月からの保険料納付開始月が同じであることが確認でき、申立人夫婦は申

立期間前後の国民年金保険料を一緒に納付していた状況がうかがわれるが、

申立期間については申立人の夫の保険料も未納となっていることから、申立

人だけが保険料を納付していたと考えるのは不自然である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまでの収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1773 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から 58 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年４月から 58年９月まで 

昭和 56年４月に引っ越しをした時に区役所で転入の手続と一緒に国民年

金の住所変更手続を行い、保険料はいつも区役所の中の銀行で数か月分ず

つを納付していた。昭和 50年に国民年金に任意加入して以来ずっと保険料

を納付してきたのに未納期間があるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は区役所で転入の手続と一緒に国民年金の住所変更手続を行い、保

険料はいつも区役所内の銀行で数か月分ずつ納付していたと主張しているが、

オンライン記録では申立期間直後の昭和 58 年 10 月から 60 年３月までの保

険料を過年度納付し、同年６月から 61 年３月までの保険料を一括納付して

いることとされており、申立内容と一致しない。 

   また、申立人が所持する国民年金手帳には昭和 60 年 11 月 29 日に転居前の

納付済期間を確認したことをうかがわせる記載がされており、その後の 61

年１月に過年度納付している記録があることから、この時点では申立期間は

時効により保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、かつ、口頭意見陳述においても具

体的な納付を裏付ける新しい証言や証拠を得ることもできず、ほかに申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1774 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の、昭和 43 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 53年３月まで 

私の家は書店を営んでおり両親は国民年金創設時から、兄は 20歳にさか

のぼって国民年金に加入した。加入手続や国民年金保険料納付については、

母親が家族全員の分を行っていた。 

母親は、自営業ということで、子供達の将来のことを考え、国民年金の

みならず銀行預金や簡易保険も掛けていてくれた。そういう母親が、昭和

53年まで私の国民年金の加入手続や国民年金保険料を納付していなかった

とは考えられないので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母親が申立人以外の家族の国民年金加入手続と国民年

金保険料の納付を滞りなく行っていたので、申立人の国民年金の加入手続及

び保険料の納付についても昭和 53 年まで何も行っていないことは考えられ

ないとしているところ、申立人自身は加入手続及び申立期間の国民年金保険

料納付に直接関与しておらず、加入手続及び保険料の納付を行ったとするそ

の母親は高齢のため状況を確認することができないことから、申立期間当時

の国民年金の加入状況及び納付状況等が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年５月に払い出されてお

り、その時点では、申立期間の過半は時効により保険料を納付できない期間

であり、別に国民年金手帳記号番号が払い出されたことがうかがわせる形跡

も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料が納付さ



 

  

れていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1775 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年４月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 41年４月から 47年３月まで 

私の国民年金加入手続は母親が行い、国民年金保険料も母親が納付して

いた。昭和 41年４月に結婚してからは、当時同居していた義母が家計の管

理をしていたので保険料の納付についても義母が行っていたと思う。申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を、当時同居していた申立人の義母

が納付をしていたと主張しているが、申立人は保険料の納付に直接関与して

おらず、保険料の納付を行っていたとされるその義母は既に亡くなっている

ことから、保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が所持する国民年金手帳には、昭和 48 年１月 23 日再発行と

の記載があり、手帳に貼付
ちょうふ

   さらに、申立人の夫については、保険料は昭和 46 年９月から納付済みにな

っているが、同年９月分は第３回特例納付（53 年７月から 55 年６月まで実

施）により納付しており、当時は同年 10 月から保険料の納付を始めている

こと、及び申立人の義母については、48 年 10 月１日に国民年金に任意加入

をしていることから、申立期間当時、申立人の夫は未納であり、その義母は

未加入であったことが確認でき、その義母が申立人の保険料のみを納付して

いたとするのは不自然である。 

してある領収書により 47 年４月から同年９月ま

での保険料をさかのぼって国民年金手帳の再発行日に納付していることが確

認できることから、申立人の主張するように、結婚後、申立人の義母が申立

人の保険料を継続して納付していたとするならば、さかのぼって保険料を納

付する必然性はなかったものと考えられる。 



 

  

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1776 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年 10 月から７年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成５年 10月から７年８月まで 

国民年金には、20歳から加入したが、平成４年 11月から５年９月まで

の間会社に勤務して厚生年金保険に加入した後、６年に実家に戻り自分で

国民年金の再加入手続をした。 

少し手続が遅れたために国民年金保険料が未納となり国民年金の再加入

手続をした後に納付書が届いたが、その金額が全部で６万円から８万円く

らいだったので一度に払えず、１か月分ずつ当月分の保険料と一緒に納付

していた。その時の領収書はないが、自分では国民年金保険料を納付して

いたと思っていたので未納期間があることに納得いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、実家のある市で国民年金の加入手続を行い年金手帳が交付され、

就職先の厚生年金保険加入手続時及び退職後の国民年金再加入手続時に提出

したと主張しているが、申立人の基礎年金番号は、申立期間後に加入した厚

生年金保険番号になっており申立人が現在所持している年金手帳にも当時の

国民年金手帳記号番号の記載はないことから、申立人の国民年金の切替手続

が適切に行われていたとは考え難い。 

   また、平成６年に実家に戻り国民年金の再加入手続を行ったと主張してい

るが、申立人が当時居住していた市では国民年金の再加入手続が取られた形

跡は見当たらず、申立期間は未加入期間であることから国民年金保険料を納

付することはできない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1777 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年２月から 48 年５月までの期間、同年 10 月から 49 年３

月までの期間、同年９月から 50 年６月までの期間、53 年 10 月から 54 年 12

月までの期間及び 60 年２月から同年８月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 46年２月から 48年５月まで 

          ② 昭和 48年 10月から 49年３月まで 

          ③ 昭和 49年９月から 50年６月まで 

          ② 昭和 53年 10月から 54年 12月まで 

          ③ 昭和 60年２月から同年８月まで 

私は申立期間①から⑤の期間において会社に勤務した期間と会社を設立

し経営した期間がある。それぞれの年金制度の切れ目においてその都度、

加入場所と納付金額の記憶はないが国民年金の加入手続を行い、特に昭和

60年２月から同年８月までの期間は会社を設立し従業員のこともはっきり

記憶しており、厚生年金保険に加入していなければ国民年金に加入し、国

民年金保険料は妻が納付していたはずで、申立期間がすべて未加入期間と

されていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①から⑤において、その都度、加入場所と納付金額の

記憶はないが国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は申立人の妻が納

付していたと主張しているが、年金加入期間全体の中で未納及び未加入期間

は 14 回ある上、そのうち、申立期間は５回に及び、特に申立期間①から③

までの期間は近接しており、これだけの回数において行政側に不適切な事務

処理があったとは考え難い。 

   また、社会保険庁の記録では申立期間は未加入期間とされていることから

保険料を納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出され



 

  

ていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人はそれぞれの申立期間において国民年金の加入場所や納付

金額、納付場所の記憶は曖昧
あいまい

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

であり、申立人の保険料納付をしていたと主張

する申立人の妻も申立期間①から⑤は、国民年金に未加入となっている。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1778 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年４月から 43 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 43年７月まで 

私は、高校卒業後、家業を手伝っており、20歳の時に父親が国民年金加

入手続を行い、昭和 43年８月に結婚するまでは、私の国民年金保険料の納

付は父親が行っていたはずである。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の

納付については申立人の父親が行っていたはずであるとしているが、申立人

自身は国民年金の加入手続き及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立

人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとされるその父親は既に

亡くなっていることから国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明で

ある。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は前後の任意加入者の資格取得日か

ら昭和 53 年１月 20 日ごろに払い出されたと推認できるが、その時点では申

立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡は見当たらない。 

   さらに、申立人は、年金手帳に記載された資格取得日から保険料を納付し

ていたはずだと主張しているが、この資格取得日は、加入手続時期にかかわ

らず、強制加入期間の初日までさかのぼって記載されることから、納付開始

時期を特定するものではない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1779 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 52年３月まで 

時期は定かではないが、母親が、私の国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料を納付したはずである。保険料は、郵便局へ行き納付書で納付

していたと、母親から聞いたように思う。 

母親が保険料を納付していたはずであり、申立期間の保険料が未納とさ

れていることは納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日から、申

立人の母親は、昭和 52 年 11 月に申立人の国民年金の加入手続を行ったもの

と推認できることから、その時点では、申立期間の一部は時効により保険料

を納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の妹と連番で払い出され

ているが、その妹の国民年金保険料も昭和 52 年４月から納付済みとなって

いる。 

   さらに、申立人は、申立期間について、申立人の母親が、申立人の国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたはずであると主張して

いるが、申立人自身は国民年金の加入手続等に直接関与しておらず、かつ、

申立人の国民年金の加入手続等を行ったとするその母親も、申立期間の加入

手続等についての記憶が曖昧
あいまい

であり、申立人が申立期間の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな



 

  

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1780 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年 12 月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年 12月から 57年３月まで 

国民年金の加入手続について記憶は定かではないが、私は結婚後、郵便

局へ行き、納付書で夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に毎月納付してい

たと思う。 

申立期間の保険料については、夫の分は納付済みであるのに、私の保険

料だけが未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 58 年１月に払い出されており、そ

の時点では、申立期間の一部は、時効により国民年金保険料を納付すること

ができない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見

当たらない。 

   また、申立人は、結婚してから、夫婦二人分の保険料を一緒に毎月納付し

ていたと思うと主張しているが、申立人の夫は、昭和 54 年度の保険料を１

年分前納していることが特殊台帳により確認できることから、申立人が結婚

した直後は、夫婦二人分の保険料を一緒に納付することができず、社会保険

庁の記録で確認できる範囲でも、申立人及びその夫の保険料は同一日に納付

されていないことから、基本的に夫婦一緒に保険料を納付していたとは推認

できない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1781 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年４月から同年 11 月までの期間及び 61 年 11 月から平成

元年５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 60年４月から同年 11月まで 

          ② 昭和 61年 11月から平成元年５月まで 

私は、昭和 60年３月に大学を卒業した際に、父親から、国民年金保険料

の納付は国民の義務だから、必ず納付するようにと厳しく言われていた。 

私は、昭和 60年４月に、市役所で国民年金の加入手続を行い、その後、

保険料を納付したはずであるので、申立期間①及び②が未納とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 60 年４月に国民年金の加入手続を行い、その後、保険料を

納付したはずであると主張しているが、申立人が現在所持している年金手帳

の国民年金手帳記号番号が付番されたと考えられる平成４年ごろの時点では、

申立期間は、時効により保険料を納付することはできず、別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡もうかがえない。 

   また、社会保険庁の記録によると、申立期間①及び②における国民年金被

保険者の資格の確認は、平成５年にさかのぼって行われており、これを前提

とすると、申立期間①及び②は当時未加入期間とされ、国民年金の加入手続

は行われていなかったこととなり、被保険者としての資格の確認が行われた

時点でも、時効により保険料を納付することができなかったこととなる。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、口頭意見陳述においても、具体的

な納付を裏付ける新しい証言や証拠を得ることもできず、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に 判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1782 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年４月から 48 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 48年４月まで 

私は、昭和 40年 1月ごろ国民年金加入手続をしたが、私の母親は、私の

国民年金保険料を３か月ごとに集金人に納付してくれていた。その後、母

親は、昭和 48年４月に入院するまで私の国民年金保険料を納付してくれて

いたのに、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料については、申立人の母親が集金人

に納付していたと主張しているが、申立人自身は、保険料納付に直接関与し

ておらず、その母親は既に亡くなっていることから、当時の保険料の納付状

況が不明である。 

   また、申立期間については、申立人の妻も大半の期間の国民年金保険料が

未納となっている。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1783 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年９月から 48 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年９月から 48年 12月まで 

実家からＡ市へ転居した昭和 44年９月ごろ、両親及び勤務先の医院長の

勧めにより市役所支所で私が国民年金の加入手続を行い、窓口で保険料を

納付した。以後の保険料は勤務先に来た集金人に私が納めていた。申立期

間について、未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年９月ごろに国民年金の加入手続を行ったとしているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は 49 年３月に申立人の夫と連番で払い出さ

れていることが国民年金手帳記号番号払出簿から確認でき、申立人が所持す

る年金手帳においても資格取得日は 49 年１月 23 日となっていることから、

申立期間は未加入期間であるため国民年金保険料を納付することができず、

別に国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見

当たらない。 

   また、勤務先の院長夫人及び同僚に当時の状況を聴取したが、集金人が訪

問し、院長と夫人の国民年金保険料を納付していたことは記憶にあるが、院

長夫人及び同僚は申立人が集金人に保険料を納付していたかどうかは不明で

あるとの証言があり、当時申立人が国民年金保険料を納付していた状況は確

認できない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1784 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年 10 月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年 10月から 63年３月まで 

私は、昭和 60年からそば屋を開店したが、開店の際に近隣の金融機関で

定期積金を始め、その担当者が国民年金保険料の集金を行うことに決まっ

たので、よく覚えている。納付は毎月、現金で行い、金融機関の担当者は

何人か代わったが、どの担当者も領収証を置いていったことを覚えている

ので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、申立人が「定期積金」を

行っていた金融機関の担当者の集金により毎月納付していたと主張している

が、当該金融機関からは、原則として保険料の集金・取次ぎ訪問活動は行っ

ていないとの回答が得られたことから、申立内容と一致しない。 

   また、市の国民年金被保険者名簿でも、社会保険庁の記録と同じく、申立

期間の保険料の納付記録は未納となっている上、申立期間のほかにも、国民

年金の強制加入期間において未納となっている期間がみられる。 

   さらに、申立人は昭和 62 年分の所得税に係る確定申告書（控）を提出した

が、社会保険料控除欄に記載されている金額と、62 年の国民年金保険料額と

は一致せず、国民健康保険の均等割額に平等割額を加算した金額と一致する

ため、当時の国民年金保険料として記載されたものとは考え難い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1785 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年 10 月から 43 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月から 43年５月まで 

私は、国民年金制度が発足してから半年か１年後に、地域の有力者の勧

めにより、国民年金の加入手続を行い、国民年金手帳を受領した。国民年

金保険料は、女性の人が集金に来ていたことを憶えている。国民年金手帳

はその後の引っ越しの際に紛失したので今は無い。 

現在の国民年金保険料の納付記録は昭和 43 年６月からとなっているが、

35年生まれの次女が通っていた幼稚園が市役所のそばにあったので、保険

料はその市役所で納付してきており、納付記録が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度が発足してから半年か１年後に、国民年金の加入

手続を行い、国民年金保険料を集金人に納付してきたと主張しているが、申

立人が所持している国民年金手帳では、申立人が昭和 43 年６月に任意加入

したこととされていることから、申立期間は未加入期間であり、保険料を納

付することができず、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらない。 

   また、申立人は、申立期間の途中で住所を異動しているが、申立人が、そ

れ以前に居住していたとする２つの区市のいずれにおいても、国民年金への

加入を確認することができず、申立人が現在所持している国民年金手帳の検

認記録欄では、昭和 43 年６月から納付済みとなっており、昭和 42 年度、昭

和 43 年４月及び同年５月は斜線が引かれているなど、申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら、申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1786 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年６月から 52 年３月までの期間及び 53 年４月から 56 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 51年６月から 52年３月まで 

          ② 昭和 53年４月から 56年３月まで 

私の申立期間の国民年金保険料は、両親が納付していた。納付の時期と

保険料の金額は覚えていない。納付の場所は定かでないが、納付書に現金

を添えて銀行の窓口で納めたか、申立期間①及び②当時に私が居住してい

た市の市役所で納めたと思う。申立期間が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、申立

人の保険料を納付したとする申立人の両親も既に亡くなっていることから、

申立期間当時の保険料の納付時期、金額、納付場所等は不明であり、その上、

その両親は国民年金加入期間すべての保険料が未納である。 

   また、申立人から証言を得るべく、申立人に対する電話及び文書による照

会を重ねたが、回答を得ることができず、申立期間当時の具体的な状況につ

いては不明である。 

   さらに、申立書によれば、申立人は申立期間①と申立期間②とでは住所地

の市町村を異にしていたとされるところ、申立人が申立期間①当時、居住し

ていた市の記録によれば、申立人の国民年金被保険者資格に関して同市から

の転出処理が行われたのが昭和 57 年９月であることが確認でき、申立期間

②当時、居住していた市の記録によれば、当該期間には申立人の国民年金被

保険者資格に関して同市への転入処理が行われていなかったことが確認でき

る。このことから申立人の国民年金の住所変更手続は適切に行われていなか



 

  

ったものと推認できる。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1787 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年５月から 61 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年５月から 61年４月まで 

申立期間については、昭和 59年５月に会社を退職後、私が市役所に赴い

て国民年金の加入手続をした。市役所で加入手続を行った時、後から一括

納付することにし、61年４月か同年５月前半に、社会保険事務所で納付書

を受け取り、納付した場所は覚えていないが、一括納付したにもかかわら

ず、未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 59 年５月に会社を退職後、市役所で国民年金への加入手続

をし、次の就職先が決まってから一括して納付したと主張しているが、申立

人が所持する年金手帳の国民年金の記録欄には、申立期間の被保険者資格得

喪日及び種別の記載は無く、厚生年金保険から国民年金への切替手続が適切

に行われたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   また、申立期間当時居住していた市においては、国民年金加入記録及び国

民年金保険料の納付記録は無く、申立期間は、未加入期間である旨の回答を

得ていることから、当該期間について保険料を納付することはできない。 

   さらに、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る形跡も見当たらず、申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1788 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年６月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年６月から 40年３月まで 

私の父親は、昭和 36 年６月に私の国民年金の加入手続を行った。その後、

父親は、私が結婚するまでの間、集金人に国民年金保険料を納付していた

にもかかわらず、申立期間のうち、36年６月から 38年７月までの期間が

未加入で、同年８月から 40年３月までの期間の保険料が未納とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父親が、昭和 36 年６月に申立人の国民年金の加入手続

を行い、その後、集金人に申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張

しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は 40 年４月に払い出されてお

り、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

   また、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、しかも、申立人自身は国民年金の加入手続等

に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続等を行ったとするその

父親も既に他界しているため、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険

料の納付状況は不明であり、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、社会保険庁のオンライン記録及び申立人が所持する国民年金手帳

によると、申立人の国民年金の資格取得時期が昭和 38 年８月となっている

ことから、申立期間のうち、36 年６月から 38 年７月までの期間は未加入期

間で、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1789 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年６月から 61年３月まで 

私の昭和 59年６月から 61年３月までの国民年金保険料については、昭

和 63年 10月ころ区役所の年金課から、未納通知が郵送され、早速夫婦で

区役所に行き、63年から 64年に現金で納付した。 

国民年金手帳に昭和 59年６月 26日付で被保険者でなくなった日と記録

はなっているが、任意加入被保険者の資格を喪失する理由もなく、資格喪

失申出書の届出を提出した記憶もない。 

したがって、申立期間の国民年金保険料が、未納とされていることには

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 63 年 10 月ころ区役

所から未納の通知が来て、区役所の窓口で現金で納付したと主張しているが、

申立期間当時区役所では過年度について未納である旨の納付書は被保険者宛

てに送付していないことが確認でき、申立人の主張とは相違がみられる。 

   また、申立人が所持する国民年金手帳の国民年金の記録をみると、昭和 59

年６月 26 日付で任意加入の被保険者資格を喪失しており、区の被保険者記

録及び社会保険庁の記録とも一致しており、申立期間は未加入期間であるた

め国民年金保険料を納付することはできず、ほかに保険料の納付していたこ

とをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1790 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 11 月から 52 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48年 11月から 52年２月まで 

私は、団地に住んでいる時、国民年金に詳しい隣人に国民年金の加入を

勧められ、隣人と昭和 48年秋に区役所に行き、国民年金の任意加入手続を

行い、国民年金保険料を納付していた。その後、引っ越したため、昭和 52

年３月に国民年金の転居の手続を行ったところ、その日が国民年金に任意

加入した日となった。申立期間の保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金に詳しい隣人に国民年金の加入を勧められ、隣人と昭

和 48 年秋に区役所で国民年金の任意加入手続をして、国民年金保険料を納

付していたと主張しているが、申立人が所持している国民年金手帳は、申立

期間当時居住していた区とは別の区において発行された国民年金手帳であり、

申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年金手帳記号番号

が払い出されている必要があるが、別の国民年金手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる形跡は見当たらない。 

   また、申立人は、昭和 52 年３月に国民年金に任意加入していることから、

さかのぼって国民年金保険料を納付することはできない上、国民年金保険料

の納付方法、納付場所及び納付金額等の記憶も曖昧
あいまい

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1791 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 37 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年９月まで 

私の父親は、昭和 36年３月ごろに私と兄の国民年金の加入手続を行い、

その後、町内会の担当者に私と兄の国民年金保険料を納付していたと思う。

申立期間について、兄の保険料が納付済みとされているにもかかわらず、

私が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金手帳の交付を受けた記憶が不明確であると証言してい

る上、社会保険庁のオンライン記録及び申立人が申立期間当時居住していた

市の記録でも、申立人が国民年金の資格を取得した形跡が見受けられないこ

とから、申立期間は未加入期間で、国民年金保険料を納付することができな

い期間である。 

   また、申立人は、申立人の父親が、昭和 36 年３月ごろに申立人の国民年金

の加入手続を行い、その後、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主

張しているが、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、しかも、申立人自身は、国民年金の加入手続等

に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続等を行ったとするその

父親も既に他界しているため、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険

料の納付状況は不明であり、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1792 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年 10 月から 52 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年 10月から 52年 10月まで 

私の父親は、私の国民年金の加入手続をしてくれて、国民年金保険料を

３か月ごとに集金人に納付してくれていた。その後、父親は昭和 52年 12

月に入院したため国民年金保険料を納付していなかったが、同年 10月まで

は納付してくれていたのに、申立期間の保険料が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、申立人の父親が集金人に

納付していたと主張しているが、申立人自身は、保険料の納付に直接関与し

ておらず、その父親は既に亡くなっていることから、当時の保険料の納付状

況が不明である。 

   また、申立期間については、申立人の夫は国民年金保険料が未納又は未加

入となっている。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



神奈川厚生年金 事案 709 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年６月 18日から 33 年９月 30日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社に勤務していた昭和 29 年６月 18 日から 33 年

９月 30 日までの厚生年金保険の加入期間について、脱退手当金が支給されて

いるとのことであった。 

しかし、Ａ社を退職した時には、退職金も無く、失業手当ももらっていな

い。脱退手当金をもらった記憶は全く無いので、申立期間について、厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の厚生年金保険被保険者名簿に、申立人が記載

されているページとその前後５ページに記載されている女性のうち、申立人の

厚生年金保険資格喪失日である昭和 33 年９月前後に資格喪失した者の 12 名の

脱退手当金の支給記録を確認したところ、10 名が資格喪失日の約３か月後に、

１名が約６か月後に、１名が約７か月後にそれぞれ脱退手当金の支給決定がな

されていることから、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請

求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給金額に計算上の誤りは無く、申立人の

厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味する

「脱」の表示が記されているとともに、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

さらに、申立人の脱退手当金は昭和 34 年５月 11 日に支給決定されているが、

当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が無

ければ年金は受給できなかったのであるから、申立期間の事業所を退職後、厚

生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さは

 



うかがえない上、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 710 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年６月１日から 32年 10月１日まで 

             ② 昭和 33年９月１日から 37年１月 31日まで 

    社会保険庁の記録によると、Ａ社Ｂ支店に勤務していた期間について、脱

退手当金が支給されているという説明を受けたが、もらった記憶が無い。 

Ａ社を退職してから 20 数年経った昭和 63 年ごろ、同社の事務担当者から

電話があり、厚生年金保険被保険者の記録が残っているということで、年金

手帳再交付の手続をしてくれた。 

申立期間について、脱退手当金をもらっていないということであり、被保

険者期間として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録から、申立人が勤務していた事業所の女性被保

険者のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 37 年１月 31

日の前後６年以内に資格喪失した者 14 名の脱退手当金の支給記録を確認したと

ころ、全員に脱退手当金の支給記録があり、全員が資格喪失日から約３か月以

内に脱退手当金の支給決定がなされていることを踏まえると、申立人について

もその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考え

られる。 

また、申立人の被保険者原票には、脱退手当金を支給した旨が記されている

とともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 37 年５月４日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人に電話したとするＡ社の事務担当者は既に亡くなっており証



言が得られない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 711 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年 11月 7日から 31 年４月１日まで 

    私は、昭和 30 年 11 月６日にＡ社を退職後、すぐにＢ社に入社したが、社

会保険庁の記録では、入社日から 3１年４月１日までの期間の厚生年金保険被

保険者期間が無い。在職中は、申立期間を含め、退職するまで、Ｂ社Ｄ課に

勤務していた。申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ｂ社Ｄ課に勤務していたことは、同僚の証言から確認できるもの

の、申立てのとおりの在職期間についてまでは確認できない。 

また、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料が控

除された事実を確認できる給与明細書などの資料は無く、厚生年金保険料の控

除についての記憶も明確ではない。 

さらに、申立人と同日にＢ社で被保険者資格を取得した同僚は、「当時は、

３か月くらい試用期間があるのが当り前であった」と証言をしており、申立人

についても同様であったと推認される。 

加えて、社会保険事務所の保管するＢ社の厚生年金保険被保険者名簿で、申

立期間について確認しても、申立人の名前は見当らず、整理番号の欠番も無い。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



神奈川厚生年金 事案 712  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年６月 30日から 28年１月１日まで 

             ② 昭和 49年 12月 21日から 51 年 12 月 21日まで 

             ③ 昭和 61年１月８日から 63年 12月 25日まで 

    社会保険庁の記録によると、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いが、

申立期間①については昭和 26 年 10 月１日から 44 年３月 18 日までＡ社に継

続して勤務しており、申立期間②については 49 年６月１日から 51 年 12 月 21

までＢ社に継続して勤務していた。 

また、申立期間③については昭和 61 年１月８日から 63 年 12 月 25 日まで

Ｃ社に勤務していた。申立期間について厚生年金保険被保険者期間に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人はＡ社Ｄ支店に勤務していたと主張している

が、申立人の記憶している同僚及び申立期間に勤務していた同僚５名に照会し

たところ、回答のあった４名のうち、申立人を覚えているのは１名のみである

上、この者も「申立期間①において、申立人とＡ社Ｄ支店では一緒に勤務して

いない」と証言しており、申立人が申立期間①のとおりＡ社に勤務していたこ

とは確認できない。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の記録では、健康保険整理番号 125 として昭和 26 年 10 月１日に資格取得し、

27 年６月 30 日に資格喪失し、その後 166 番として 28 年１月１日に資格取得し

たことが確認でき、申立期間における整理番号に欠番は無い上、この事務処理

において不自然な点は見られない。 



申立期間②については、申立人が申立期間以外の期間にＢ社に勤務していた

ことは同僚の証言から確認することができるものの、申立期間②のとおりＢ社

に勤務していたことは確認できない。 

また、Ｂ社における申立人の雇用保険の加入記録については、厚生年金保険

の加入記録と一致しており、同僚の２名は、Ｂ社は雇用保険、健康保険、厚生

年金保険は一体で加入していたと証言している。 

申立期間③については、申立人の当時の事業所の所在地、従業員数に関する

供述と、これに関する同僚の証言は、ほぼ一致していることから、申立人がＣ

社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｃ社が加入していたＥ健康保険組合、Ｆ厚生年金基金に申立人の加

入記録は無く、申立期間③の申立人の雇用保険の加入記録も無い。 

また、申立人は「勤務時間は決まっておらず、出張が多く、出社は平均週４

日だった。事務所はＣ社とは別の階の１室にあり、仕事は自分一人で行ってい

た」と供述しており、厚生年金保険に加入しない雇用形態であったと考えられ

る。 

申立期間①、②及び③ともに、このほか、申立てに係る事実を確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を認めることができない。 



神奈川厚生年金 事案 713 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年３月１日から 39年４月１日まで 

             ② 昭和 39年４月１日から 44年 10月１日まで 

    社会保険事務所によると申立期間は、脱退手当金支給済みとなっているが、

脱退手当金の手続をしたことも支給を受けたことも無いので、調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者名簿において脱退手当金の

支給を示す「脱」表示がされており、支給金額に計算上の誤りは無く、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 714 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年 10月ごろから 35 年１月ごろまで 

    Ｅ市のＦ炭鉱にあったＡ社Ｂ支店の事業所で、坑木を荷卸しする準社員、

養成工として作業に従事していた。 

正社員もいたので、厚生年金保険の適用事業所であるはずであり、正社員

同様に働いていたので、厚生年金保険の被保険者期間であると思う。十分に

調査してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がＡ社Ｂ支店に勤務していたことは、勤務していたときの申立人の記

憶から推認できるものの、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、同僚は「私は、営業担当として、Ａ社Ｂ支店内の多くの事業所に出向

いていたので、そこで働いていた職員の仕事や処遇を知っている。申立人のよ

うに坑木を肩に担いで運搬する労務者は、日雇労務者であり、当時は大勢いた。

日雇労務者は、日給月給で日雇健康保険、日雇雇用保険に加入していたが、厚

生年金保険には加入していなかった。申立人のように 1､２年程度の勤務では正

社員にはなっていないと思う」と証言している。 

さらに、別の同僚も「私は、最初、日雇労務者として石炭、コークスの荷役

作業に従事した。７､８年してやっと正社員になった。日雇労務者は、日給月給

で日雇健康保険、日雇雇用保険に加入していたが、厚生年金保険には加入して

いなかった。日雇労務者は早く正社員になりたかったが、当時、会社は簡単に

は正社員にしてくれなかった」と証言している。 

加えて、申立人は「私と正社員とは、仕事の内容も制服も異なっていた」と



証言している。そして、現在、Ａ社のＣ管内の人事を統括しているＤ支店では

「申立人のような準社員、養成工は正社員ではなく、正社員でないものは厚生

年金保険に加入していなかった。正社員は、人事記録があり、厚生年金保険に

加入していた」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 715 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年４月１日から 39年７月１日まで 

    社会保険事務所に年金記録の確認をしたところ、昭和 33 年４月から 39 年

６月までＡ社に勤務していた期間については、脱退手当金が支給されている

との回答をもらった。 

脱退手当金を請求した覚えがないので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している厚生年金保険被保険者証には、脱退手当金を支給済で

ある旨の「脱」と認められる表示があることから、申立人の意思に基づかない

で、脱退手当金が請求されたものとは認め難い。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、社会保険事

務所が保管しているＡ社の厚生年金保険被保険者名簿には、申立人に脱退手当

金の支給を示す「脱」の表示があり、Ａ社で脱退手当金支給の記録のある 10 名

中８名にも「脱」表示がある上、８名が１年以内に脱退手当金の支給決定がな

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 716 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年２月から 34年 11月まで 

             ② 昭和 34年 12月から 36年５月まで 

             ③ 昭和 36年６月から 38年４月まで 

             ④ 昭和 38年５月から 40年６月まで 

             ⑤ 昭和 40年７月から 41年６月４日まで 

             ⑥ 昭和 42年５月 16日から 43年９月まで 

             ⑦ 昭和 43年 10月から 50年２月１日まで 

    社会保険庁の記録によると、①昭和 32 年２月から 34 年 11 月まではＡ社Ｂ

出張所に、②34 年 12 月から 36 年５月まではＡ社Ｃ出張所に、③36 年６月か

ら 38 年４月まではＡ社Ｄ出張所に、④38 年５月から 40 年６月まではＡ社Ｅ

出張所に、⑤40 年７月から 41 年６月４日まで及び⑥42 年５月 16 日から 43

年９月まではＦ社に、⑦43 年 10 月から 50 年２月１日まではＧ社に勤務して

いた各期間に係る被保険者期間が欠落しているが、申立期間①、③及び④に

ついてはＡ社各出張所での写真が、②については導火線発破等研修受講証が、

⑤については厚生年金保険の被保険者証に記載の資格取得日から、⑥につい

ては同僚の証言から、⑦については雇用保険及び社員住所録等から、勤務実

態が証明できる。 

保険料控除の事実を確認できる資料は無いが、当該期間を被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間中に撮影された日付入りの勤務場所での写真、導火線発破等研修受

講証及び雇用保険の記録等により、申立人がＡ社各出張所、Ｆ社及びＧ社に勤



務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が、申立期間①、②、③、④、⑤、⑥及び⑦の全期間に係る

厚生年金保険料を、事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給

与明細書等の資料は無い。 

申立期間①、②、③及び④について、申立人はＡ社が倒産時に多くの者がＦ

社に転職したと述べているが、Ｆ社の被保険者として記録のある者のうち、Ａ

社の被保険者記録のある者は４名のみで一部の者しか記録が無い上、当時現場

監督でありＡ社が倒産後にＦ社を創業した者のＡ社における厚生年金被保険者

期間も無いことから、Ａ社では従業員の一部についてのみ厚生年金保険に加入

させていたことがうかがえる。 

また、申立期間⑤について、申立人が提出した厚生年金保険被保険者証の初

めて資格を取得した年月日が昭和 41 年７月１日となっているほか、申立人の在

籍を証言する同僚もいない。 

申立期間⑥については、親方として在籍していたと証言する部下は 1 名いた

ものの、保険料控除をうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

申立期間⑦について、Ｇ社事業主の親戚や幹部の子息以外は入社後３年２か

月から５年以上後に、資格を取得している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 717 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 17年２月 21日から 21年５月３日まで 

             ② 昭和 21年５月４日から 24年７月 27日まで 

             ③ 昭和 33年２月 26日から 33年３月２日まで 

    申立期間のうち、船員手帳に記載されている雇入れ及び雇止めの期間であ

る①昭和 20 年 11 月 27 日から 21 年５月３日まで、②雇入れ日不明から昭和

24 年１月 31 日まで及び 24 年２月１日から同年７月 27 日まで、③昭和 33 年

２月 26 日から同年３月２日までについては、船員保険の被保険者であったと

思うので、船員保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻が所持する船員手帳から、申立人が申立期間のうち、船員手帳に

記載されている期間は、船舶Ａ（申立期間①）、船舶Ｂ（申立期間②）及び船

舶Ｃ（申立期間③）に乗船していたことが確認できる。 

しかし、船員手帳には、船員保険の資格の得喪、標準報酬月額等に関する記

載欄の記入が無く、申立人が申立期間に船員保険に加入していた事実を確認す

ることはできない。 

申立期間①について、Ｄ社が申立人の申立期間に係る在籍証明書を提出して

いるが、船舶Ａは、Ｄ社ではなくＥ社が船舶所有者であり、Ｅ社における申立

人の船員保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は無い上、Ｅ社は既

に閉鎖している。 

また、申立人の妻は当時の同僚の氏名を聞いていないことから、関係者の証



言等を得ることができなかった。 

申立期間②について、船員手帳から申立人が乗船していた船舶は外国船籍で

あることが確認できるが、昭和 24 年７月 27 日に船員法施行規則第 1 条が改正

されるまでは、日本政府が乗組員の配乗を行っている日本船舶以外の船舶に乗

船する船員は、船員法第１条に規定する船員に該当しなかったため、申立人は

船員保険の強制被保険者ではなかったと考えられる。 

申立期間③について、船員手帳に記載されている航行区域欄に平水と記載さ

れており、かつ、申立人の妻も、申立人の業務内容は、「港内停泊中の船舶に

人を運ぶ業務。」と証言していることから、船員法第１条に規定する船員に該

当しなかったため、申立人は船員保険の強制被保険者ではなかったと考えられ

る。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合判断すると、申立人

が船員保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていた事実を認めることができない。 



神奈川厚生年金 事案 718 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年１月 10日から 31年 12月１日まで 

             ② 昭和 34年４月 20日から同年 10月 16日まで 

    私は、Ａ社において、昭和 28 年１月 10 日から 31 年 11 月 30 日まで、Ｂ社

において、34 年４月 20 日から同年 10 月 15日までそれぞれ勤務していた。当

時の給与明細書は無いが、厚生年金保険に加入していたはずである。厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、就労先の様子や作業内容について記憶して

おり、同僚が申立期間の一部に係る申立人の勤務実態を証言していることから、

Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

一方、Ａ社の事業主は、申立期間当時、３か月間の試用期間を設けており、

勤務態度を見極めた上で、試用期間後に本採用として厚生年金保険に加入させ

るか、若しくは加入させないかの判断を行っていたと供述している。 

また、社会保険事務所の保管しているＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿から、申立期間当時に、Ａ社で厚生年金保険に加入していることが確

認できた従業員は、入社後 10 か月間は試用期間として厚生年金保険に加入でき

なかったと証言している。 

さらに、Ａ社の事業主は、当時の関係資料（人事記録、賃金台帳、源泉徴収

簿等）を既に廃棄しており、申立期間に係る勤務実態及び給与からの厚生年金

保険料の控除については確認できない。 

加えて、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の被保険者資格取得日が昭和 27 年８月１日から 32 年４月１日までの期間に



申立人の名前は見当たらず、健康保険証番号の欠番もない。 

申立期間②については、Ｂ社が厚生年金保険の資格を昭和 34 年１月 11 日に

全喪した後であり、当該申立期間においてＢ社は適用事業所ではない。 

また、申立人は、当時のＢ社における上司や同僚の氏名を記憶しておらず、

これらの者から申立人の勤務の実態や厚生年金保険料の控除について確認する

ことができない。 

さらに、Ｂ社は既に解散しており、申立期間当時の事業主も所在不明である

ため、当時の関係資料（人事記録、賃金台帳、源泉徴収簿等）を確認できない。 

申立期間①及び②については、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における保険料控除の記憶も曖昧
あ い ま い

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り控除されていたことを認めることはできない。 

であ

り、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 



神奈川厚生年金 事案 719 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年９月１日から 37年４月１日まで 

             ② 昭和 38年３月１日から 39年１月１日まで 

             ③ 昭和 47年３月１日から 48年３月１日まで 

    厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申立期間について、厚

生年金保険の加入記録が無い旨の回答をもらった。それぞれの会社で給与か

ら厚生年金保険料の控除があったと思うので、当該期間を被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立期間①は、事業所に申立当時の社員台帳の

保存は無く、同僚の連絡先も不明なため申立人が勤務していたことの確認がで

きない。申立期間②は、申立人が勤務していたことを事業主は記憶しているが、

明確な勤務期間については不明としている。 

また、社会保険庁の記録では、申立期間にはＡ社及びＢ社は厚生年金保険の

適用事業所となっていない。さらに、Ａ社及びＢ社の事業主に厚生年金保険の

保険料控除について問い合わせをしたところ両事業主から「適用事業所となる

前の期間に社員から厚生年金保険料を控除するようなことはない」と証言して

いる。 

申立期間③については、申立人が勤務していたことは同僚の証言から確認が

できるが、同僚は「申立人の主張する申立期間より申立人の勤務期間は短かっ

たと思う」としており、事業所には社員台帳等の保存が無いため勤務期間の特

定ができない。また、事業主及び同僚は、「申立人はアルバイトであったので

厚生年金保険の加入対象者ではなかったと思う」と証言しており、申立人の記



憶があった同僚２名もＣ社での厚生年金保険の記録が無く、社会保険事務所に

ある被保険者名簿に欠番も無い。 

また、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料は無い。 

さらに、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことを認めることはで

きない。 



神奈川厚生年金 事案 720 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 13年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年８月から平成元年４月 12日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社に在籍していた昭和 56 年８月から平成７年 12

月 31 日までの期間のうち、Ｂ国にある同社の進出企業Ｃ社に勤務していた昭

和 56 年８月から平成元年４月 12 日までの厚生年金保険被保険者記録が欠落

している。私は、Ａ社に採用され、Ｃ社において 13 年間社長を務めた。給与

はＡ社本社の給与規定に基づき、Ｂ国では現地通貨で給与を受け取っていた

が、賞与は日本において自分名義の銀行口座に振り込まれていた。 

なお、同社には社員持株制度があり、毎月給与の一部からＡ社の株式を買

い、帰国するまで積立てされていた。これらの事実により、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された申立人に係る辞令（社内通達）の写しから、申立人が昭

和 56 年９月１日から平成７年 12 月 31 日まで、Ａ社及び同社の海外支社である

Ｃ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

しかし、制度上、海外に設立した日本企業の事業所は、厚生年金保険の適用

事業所とならない取扱いとなっている。 
また、Ａ社は、申立人はＢ国においての現地採用であり、同社が保管してい

る社会保険台帳に、厚生年金保険被保険者として申立人の記録は無いと回答し

ている。 

さらに、Ａ社は、当時の関係資料（賃金台帳、源泉徴収簿等）は保存してお

らず、申立人もＡ社により給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる給与明細書等を所持していないため、申立人の申立期間における給与

 



からの厚生年金保険料の控除が不明である。 
加えて、社会保険事務所が保管するＡ社の厚生年金保険被保険者名簿には、

申立人の氏名は確認できず、整理番号の欠番も無い。 

このほか、Ａ社が加入する健康保険組合は、申立人の申立期間に係る被保険

者記録は無いと回答し、厚生年金基金は、申立人の加入員記録は無いと回答し

ており、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関係資料及び周辺事情は無い。 
これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 721 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年１月 22日から 32 年２月９日まで 

    厚生年金保険の加入記録について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間について厚生年金保険に加入していた事実が確認できなかった旨の回答

を得た。 

しかし、私は、Ａ社に勤務し、同じころ妹も同社に勤務していたが、妹は

厚生年金保険の加入期間があり、私の加入期間が無いのは納得できないので、

申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妹の証言により、申立人がＡ社に勤務していたことは認められるが、

申立人及び妹は、申立人の同社における勤務時期や期間について記憶が明確で

ない上、複数の同僚に聴取を行ったが、申立人を記憶している者は１名しかお

らず、その者も申立人の勤務時期や期間については記憶が無い。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿を調査したところ、当該事業所では、数か月ごとに複数の従業員を一遍

に資格取得させている傾向がうかがわれ、在職期間によっては被保険者資格を

取得していない者が存在することが考えられる。 

さらに、申立人の勤務実態、厚生年金保険の適用、厚生年金保険料の控除の

状況について事業主に照会したものの、これらを確認できる関連資料や証言を

得ることはできなかった。 

加えて、社会保険事務所が保管する当該事業所の資格取得日が昭和 30 年４月

１日から 32 年６月１日までの健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人

の氏名は無く、申立期間及びその前後の期間の整理番号に欠番は無い。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 722 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年１月１日から５年１月１日まで 

             ② 平成６年４月２日から同年 12月１日まで 

    厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申立期間について厚生

年金保険の加入記録が無い旨の回答をもらった。Ａ社から受け取った平成４

年分の源泉徴収票と平成６年の確定申告書の控えには社会保険料の額の記載

があるので、再審査の上、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人が平成４年にＡ社で勤務していたことは、源

泉徴収票や同僚の話などから確認できる。 

しかし、当時の同僚、上司、給与計算の担当者は、「申立人はアルバイトで

入社していた」としており、さらに「アルバイトは社会保険の加入がなかっ

た」と証言している。同僚もアルバイトから社員に登用され、社員になってか

ら社会保険に加入したことから申立人も同様であったと推認される。 

また、申立人が提出した源泉徴収票の社会保険料等の金額には、「０」の数

字を「485976」と上から手書きで記入した形跡があるが、現在の事業主は、印

字された源泉徴収票を一部分だけ手書きで記入することはないとしており、訂

正の押印も無い。 

さらに、申立人が提出した源泉徴収票の所得控除の額の合計額は 35 万円、源

泉徴収税額は 206,700 円と入力されており、社会保険料額の修正がされたので

あれば、所得控除の額の合計額と源泉徴収税額も修正されるはずのところ、０

円で計算されたままの額となっている。 

申立期間②については、雇用保険の記録から平成６年９月１日からの勤務実



態が確認できるが、それ以前の期間は、失業給付を受給していた記録があるた

め在籍していたとは認めることはできない。 

また、申立人が提出した平成６年分の所得税確定申告書の写しの社会保険料

の金額はＡ社で勤務していた期間の社会保険料と雇用保険料、及びＢ社で支払

った雇用保険料の額に近い金額であるため、申立人の主張する時期からの社会

保険料の控除は考え難い。 

加えて、事業主は社会保険の加入については当時３か月間の試用期間を設け

ていたと証言しており、申立人が入社した平成６年９月１日の３か月後である

同年 12月１日の資格取得処理に不自然な点はみられない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期

間①及び②に厚生年金保険料を事業主により控除されていたことを認めること

はできない。 



神奈川厚生年金 事案 723 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月１日から 45年３月 31日まで 

    厚生年金保険の加入期間について照会したところ、厚生年金保険被保険者

期間の該当無しであった。申立期間はＡ社に勤務し、仮設住宅寮に住みなが

ら多くの工事現場に携わってきた。病気をしても自己負担が無かったことを

記憶しており、厚生年金保険に加入していたことは間違い無いと思うので、

当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が昭和 40 年６月 21 日から 41 年３月９日までＡ社Ｂ支社（現在は、Ｃ

支社）に在籍していたことは、雇用保険被保険者記録により確認できるが、申

立期間のその他の期間については在籍を確認できる資料等が無い。 

また、Ａ社Ｃ支社に申立期間当時の厚生年金保険の加入要件について照会し

たところ、当時は班長及び世話人は正社員として厚生年金保険に加入させてい

た。しかし、その他の現場作業員については雇用保険やＤ国民健康保険組合を

通して健康保険へ加入させることはあったが、厚生年金保険に加入させること

はなかったとしており、申立人は、自分は班長や世話人ではなかった旨の供述

をしている。 

さらに、申立人が記憶していた班長、世話人の両氏は既に他界し、同僚につ

いては氏名の記憶が完全ではないため、それらの者からは証言を得ることがで

きなかった。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことを認めることはで

きない。 



神奈川厚生年金 事案 724 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年９月１日から 32年４月 22日まで 

             ② 昭和 39年 11月 30日から 41年８月１日まで 

    上記申立期間①についてはＡ社、申立期間②についてはＢ社に勤務してい

たが、社会保険事務所に照会したところ、それぞれ厚生年金保険に加入して

いた事実が無い旨の回答をもらった。 

当時、間違い無く厚生年金保険料を支払っていたため、申立期間について

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人が勤務場所や勤務内容を詳細に覚えているこ

とから、当該事業所に勤務していたと推認できる。 

しかし、申立人が申立期間に一緒に勤務していたとする同僚についても、厚

生年金保険の被保険者とはなっていない。 

また、当該事業所からは申立期間①当時の人事記録等は保管していないとの

回答であり、この他申立期間に係る厚生年金保険料を事業主から控除されてい

たことを確認できる資料は無く、申立人の同僚から証言を得ることもできない。 

申立期間②については、申立期間における雇用保険の記録では申立人の記録

を確認することができず、他に勤務状況を確認できるものもない。 

また、当時の事務担当者からは、「当該事業所では、雇用保険と厚生年金保

険は同時に加入していた」旨の供述が得られている。 

さらに、当該事業所からは申立期間②当時の人事記録等は保管していないと

の回答であり、この他申立期間に係る厚生年金保険料を事業主から控除されて

いたことを確認できる資料は無く、申立人の同僚から証言を得ることもできな



い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 725 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 10月１日から 35 年４月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ病院に勤

務していた期間については、脱退手当金として支給済となっているとの回答

を受けた。 

しかし、請求手続きをしたことも、一時金を受け取った記憶も無いので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る脱退手当金の支給金額には計算上の誤りも無く、資

格喪失後約２か月後に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 

また、脱退手当金支給済となっている元従業員からは、連絡先が不明で周辺

事情を聞き取ることができなかった。 

さらに、申立人の脱退手当金は昭和 35 年５月 25 日に支給決定されているが、

当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が無

ければ年金は受給できなかったのであるから、申立期間の事業所を退職後、厚

生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さは

うかがえない上、申立人から受給した記憶が無いというほかに、脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 726 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月ごろから 43年 12月ごろまで 

    社会保険事務所に対し、厚生年金保険加入期間の照会をしたところ、上記

申立期間について加入した事実が無い旨の回答を受けた。 

自分は、Ａ社ではアルバイトとしての雇用ではあるが、運転手の助手とし

て１日８時間、1 か月 20 日勤務、かつ、毎年夏期には、ほぼ毎日勤務と、所

定労働時間及び所定労働日数は正社員と変わりない。 

上記の申立期間について、厚生年金の被保険者であったことを認めてほし

い。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時の同僚の氏名を覚えておらず、現在の事業主も関係書類を保

管していない。雇用保険についても、申立人が申立期間にＡ社において雇用保

険の被保険者であった記録は無いことから、申立人のＡ社での勤務実態は確認

できない。 

また、申立期間に係る給与明細書等、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが確認できる資料は無く、申立人は厚生年金保険料の控

除の有無について覚えていないとしている。 

さらに、申立期間に係るＡ社の被保険者名簿に記録がある従業員から６名を

抽出し、Ａ社における厚生年金保険の取り扱いについて確認をしたところ、５

名が当時のＡ社での厚生年金保険の加入は正社員のみであった、との証言をし

ている。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 727 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17年１月から 19年 12 月まで 

    平成 19 年７月 11 月に上記申立期間までの厚生年金保険の加入期間につい

て照会申出書を社会保険事務所へ提出したところ、厚生年金保険に加入して

いた事実が無い旨の回答をもらったが、申立期間についてＡ社に勤務してい

たので厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時の業務内容について具体的に述べていることから、申立人が、

Ａ社に勤務していたことは推認できるが、申立人が厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、申立人が、当時の同僚として挙げたＢ氏は、既に死亡しており、仕事

内容や雇用形態等が同じであった同僚Ｃ氏及びＤ氏については姓しか分からず

連絡先等が不明なため、証言等を得ることができない。 

さらに、申立人が勤務していたとするＡ社の被保険者名簿の写しを社会保険

庁から取り寄せ調査したところ、申立人の記録は確認できなかった。 

なお、申立期間のうち昭和 17 年６月前の期間については労働者年金保険制度

発足前の期間である。 

このほか、申立に係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 728 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から 48年６月６日まで 

    私は、昭和 40年４月１日から 48年６月５日までＡ社に勤務していたが、

社会保険庁の記録では、厚生年金保険の加入記録が無いとの回答を得た。 

しかし、厚生年金保険料は、給与から天引きされていたことを覚えていて、

厚生年金保険に加入していたことは間違い無いので、被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間に勤務していたＡ社（現在は、Ｂ社。）によると、同社の

職員名簿及び勤務に関する記録等の関係資料により、当時、申立人がＣ共済組

合の組合員であったこと、及び同共済組合に申立期間に係る退職一時金の請求

をしていたことが確認できる。 

また、申立期間におけるＡ社の厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の記録

は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていた事を認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 729 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険第三種被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年３月 15日から 23 年 12月１日まで 

    社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｂ炭砿に勤務した申立期間の厚生年金保

険の被保険者種別が第一種となっているが、同社では、入社から退社まで、

一貫して坑内で保安員として勤務していたので、第三種被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が名前を挙げた同僚６名について、Ａ社Ｂ炭砿の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿及び社会保険庁のオンライン記録をみると、被保険者資格取得

時から第三種被保険者となっている者４名、被保険者資格取得時に第一種被保

険者でその後第三種被保険者に種別変更となっている者が２名である。 

また、この２名について、第一種被保険者から第三種被保険者になるまでの

期間をみると、１名は約３年８か月を要し、もう１名は、約５年５か月を要し

ていた。このことからみると、Ａ社Ｂ炭砿においては、全員が被保険者資格取

得と同時に第三種被保険者となっていないことがうかがわれる。 

さらに、申立人は、申立期間において、事業主により給与から第三種被保険

者としての保険料を控除されていたかどうか記憶しておらず、給与明細など、

第三種被保険者としての保険料控除の事実を確認できる資料も無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情はない。これ

らの申立て内容及び収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険第三種被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 730 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 11月５日から 44 年１月１日まで 

    私は、昭和 42 年４月１日から一貫してＡ社（現在はＢ社。）に勤務してい

るが、勤務を始めたころは、臨時雇用員として期間の定めがあり、勤務先が

変わっていた。 

しかし、昭和 43 年 11 月５日からはＡ社Ｃ支社に所属し、Ｄ駅の駅務掛と

して引き続き勤務していた。社会保険庁の記録では、同年 11 月５日から 44

年１月１日までの２か月間が欠落している。この期間も勤務していることは

間違い無いので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言により、申立人が、申立期間についてＡ社Ｃ支社に勤務していた

ことは推認できるが、事業主により給与から厚生年金保険料が控除された事実

を確認できる給与明細書などの資料は無い上、申立人は厚生年金保険料が控除

されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

また、申立人と同日にＡ社Ｃ支社のＤ駅で被保険者資格を取得した同僚は、

「私も申立人と同じＤ駅に昭和 43 年 11 月１日から臨時職員として採用され勤

務したが、厚生年金保険被保険者資格取得日が 44 年１月１日となっており、

２か月間の厚生年金保険加入記録に欠落がある」と証言している。 

さらに、Ｅ社共済組合に当時の臨時雇用員の厚生年金保険加入条件について

照会をしたところ、「事業主から、臨時雇用員は、月に勤務日が 20 日以上あ

り、２か月以上雇用が継続されると、３か月目に厚生年金保険に加入の申込み

をするようにとの勧奨があった」と回答があり、申立人についても同様な厚生

年金保険加入の取扱いがあったことがうかがわれる。 



加えて、社会保険事務所の保管するＡ社Ｃ支社の健康保険厚生年金保険被保

険者原票で、申立期間について確認しても、申立人の名前は見当らなかった。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



神奈川厚生年金 事案 731 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金被保険者として厚生年金保険料を事

業主より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24年 12月 31日から 25年８月１日まで 

             ② 昭和 27年３月 25日から 29年１月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間の

加入記録が無かった。申立期間①についてはＡ社に勤務、②の申立期間につ

いてはＢ社に勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、当該事業所の厚生年金保険被保険者名簿において、整

理番号に欠番は無く、申立人の氏名が確認できないとともに、事業主からは、

当時の資料は残っておらず、申立人が勤務していたか否かについては不明であ

るとの回答を得たことから、申立人の勤務実態は確認できない。 

また、申立期間②についても、当該事業所の厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、整理番号に欠番は無く、申立人の氏名は確認できず、事業主からは、当

時の記録を確認したが、申立人が在籍していた記録が無い旨回答があり、申立

人が記憶している元同僚も既に死亡しており、証言が得られないことから、申

立人の勤務実態については確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


